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１ 環境方針

【基本理念】
　佐賀大学は、自然と調和のとれた営みを続けるための「知」の継承と創造を担い、教育と研究を通して地
域及び社会に貢献する。

【行動指針】
１）地球環境の保全・改善のための教育を行い、環境に配慮できる人材を育成する。
２）地球環境の保全・改善のための研究開発に努める。
３）地域環境保全のため、グリーン購入の推進、エネルギー、水使用量及び廃棄物発生の削減、資源リサイ
クル、化学物質管理などに努める。

４）地域との連携のもとに自然環境保全に努める。
５）教育研究などあらゆる活動において、環境に関連する法律、規制、協定及び学内規程等を遵守する。
６）環境マネジメントシステムを確立し、すべての教職員、学生の参画のもと、これを継続的に運用して改
善を図る。

７）環境の視点を予算編成方針に反映させる。
８）あらゆる人に環境報告書を公開し、地球環境の保全・改善に対する取組の協力と理解を求める。

平成 27年（2015）10月 1日
国立大学法人佐賀大学長　宮﨑　耕治

２ 大学概要

１）佐賀大学憲章
　佐賀大学は、これまでに培った文、教、経、理、医、工、農等の諸分野にわたる教育研究を礎にし、豊か
な自然溢れる風土や諸国との交流を通して育んできた独自の文化や伝統を背景に、地域と共に未来に向けて
発展し続ける大学を目指して、ここに佐賀大学憲章を宣言します。

魅力ある大学
目的をもって活き活きと学び行動する学生中心の大学づくりを進めます

創造と継承
自然と共生するための人類の「知」の創造と継承に努めます

教育先導大学
高等教育の未来を展望し、社会の発展に尽くします

研究の推進
学術研究の水準を向上させ、佐賀地域独自の研究を世界に発信します

社会貢献
教育と研究の両面から、地域や社会の諸問題の解決に取り組みます

国際貢献
アジアの知的拠点を目指し、国際社会に貢献します

検証と改善
不断の検証と改善に努め、佐賀の大学としての責務を果たします 
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２）沿革
昭和24（1949）年 5 月31日　国立学校設置法の公布により、旧制の佐賀高等学校、佐賀師範学校、佐賀青

年師範学校を包括し、文理学部、教育学部の2学部の新制大学として発足
昭和30（1955）年 7 月　　　 農学部設置
昭和41（1953）年 4 月　　　 文理学部を改組し、経済学部、理工学部及び教養部設置
昭和51（1976）年10月　　　 国立学校設置法の一部を改正する法律の施行により、佐賀医科大学を開学
昭和56（1981）年 4 月　　　 佐賀医科大学医学部附属病院設置
平成 8 （1996）年10月　　　 教育学部改組により文化教育学部設置（平成8年9月　教養部廃止）
平成15（2003）年10月　　　 佐賀大学・佐賀医科大学統合、新「佐賀大学」設置
平成16（2004）年 4 月　　　 国立大学法人佐賀大学設置
平成28（2016）年 4 月　　　 文化教育学部改組により教育学部及び芸術地域デザイン学部設置

４）環境保全活動（エコアクション）のあゆみ
平成16（2004）年 4 月　　中期計画にISO14001認証取得を目指し、環境に配慮したキャンパス作りの
　　　　　　　　　　　　　 推進を掲げる
平成17（2005）年 4 月　　佐賀大学環境方針発表
平成18（2006）年 4 月　　環境安全衛生管理室設置
　　　　　　　　　12月　　エコアクション21★（EA21）認証取得へ向けキックオフ宣言
平成20（2008）年 1 月　　EA21事前審査及び現地審査受審
　　　　　　　　　 3 月　　EA21認証・登録
　　　　　　　　　11月　　EA21中間審査受審
平成21（2009）年11月　　EA21更新審査及び拡大審査受審（附属幼稚園、附属特別支援学校認証取得）
平成22（2010）年12月　　EA21中間審査及び拡大審査受審（附属小学校、附属中学校認証取得）
平成24（2012）年 1 月　　EA21更新及び拡大審査受審（海洋エネルギー研究センター認証拡大）
平成25（2013）年 1 月　　EA21中間審査受審
平成26（2014）年 1 月　　EA21更新審査受審
平成27（2015）年 2 月　　EA21中間審査受審
平成28（2016）年 3 月　　EA21認証登録取り下げ（エコアクションの取組は継続）
　　　　　　　　　 3 月　　EA外部評価受審

３）機構図（平成 31（2019）年４月１日現在）

経済学部
医学部

附属アグリ創生教育研究センター

クリエイティブ・ラーニングセンター

附属幼稚園

附属小学校
附属中学校
附属特別支援学校

附属病院
附属地域医療科学教育研究センター

附属看護学教育研究支援センター
附属先端医学研究推進センター

附属教育実践総合センター

地域学歴史文化研究センター
シンクロトロン光応用研究センター

教育学部
監査室、総務部、財務部、環境施設部、学務部、学術研究協力部

美術館

学校教育学研究科
地域デザイン研究科
医学系研究科
工学系研究科
農学研究科

保健管理センター

附属図書館（分館含）

理工学部
農学部

鹿児島大学大学院連合農学研究科

事務部

事務部
芸術地域デザイン学部 事務部

事務部

学術研究協力部情報図書館課
全学教育機構 学務部教務課

学務部教務課
学務部学生生活課

事務部
事務部

海洋エネルギー研究センター 学術研究協力部研究協力課
総合分析実験センター
総合情報基盤センター

学術研究協力部研究協力課
総務部情報管理課
学術研究協力部研究協力課
学術研究協力部研究協力課

肥前セラミック研究センター 学術研究協力部研究協力課

佐賀大学

学内共同教育研究施設

保健施設
共同利用・共同研究拠点

大学院

学部

事務局
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５）キャンパス概要（2019年５月１日現在）

敷地面積：235,424m2　建物延べ面積：122,647m2 敷地面積：283,630m2　建物延べ面積：123,356m2

鍋島キャンパス 本庄キャンパス

医学部（医学科・看護学科）
附属病院
附属地域医療科学教育研究センター
附属先端医学研究推進支援センター

附属看護学教育研究支援センター
附属図書館（医学分館）
保健管理センター（分室）
総合分析実験センター

教育学部
附属教育実践総合センター
芸術地域デザイン学部
経済学部
理工学部
農学部
事務局
附属図書館
リージョナル・イノベーションセンター

全学教育機構
クリエイティブ・ラーニングセンター
総合情報基盤センター
シンクロトロン光応用研究センター
地域学歴史文化研究センター
総合分析実験センター
保健管理センター
美術館

附属アグリ創生教育研究センター（唐津）

敷地面積：19,915m2
建物延べ面積：3,677m2

附属特別支援学校

敷地面積：17,426m2
建物延べ面積：5,624m2

附属小学校

敷地面積：22,166m2
建物延べ面積：6,379m2

附属中学校

敷地面積：3,389m2
建物延べ面積：744m2

附属幼稚園

附属アグリ創生教育研究センター（久保泉）

佐賀市
◎

◎
唐津市

◎伊万里市

◯有田町

敷地面積：10,751m2
建物延べ面積：4,503m2

海洋エネルギー研究センター
（伊万里サテライト）

敷地面積：13,469m2
建物延べ面積：6,013m2

有田キャンパス

芸術地域デザイン学部
肥前セラミック研究センター
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３ エコアクションの取組

１）この１年間の主なEA活動・環境への取組
①エコアクション内部監査★

　2019年２月 22日に内部監査として、６学部、１附属学校及び事務局について監査を行いました。
　監査は、全対象部局を合同で、部局間相互の意見交換が図れるように実施しました。
　各部局における EA取組状況、教職員・学生への環境教育の状況、化学物質管理の状況などについて、プレゼンテーショ
ンの後、質疑応答や意見交換を行いました。

　内部監査の結果、エコアクションの取組は EA21の認証取り下げ後も継続的に実施されており、取組に工夫がみられ
るところもある中、例年と同様、ごみの分別のうち廃プラスチック類の分別が不十分とみなされることがあるなど、各
部局共通的な課題として今後も継続して改善対策を検討し、環境教育の機会などを含めて周知を図る必要性などが提言
されました。
　また、内部監査について参加者からのアンケート結果では、この監査の方法について今後も部局間相互の意見交換を
行う形式を続けることに賛同する意見が多く寄せられました。

②受動喫煙防止対策として、敷地内全面禁煙に向けた取組
　2018 年７月に健康増進法が一部改正され、2019 年７月から学校敷地内では基本的に全面禁煙が求められることに
なりました。また、2018 年 12月には総務省九州管区行政評価局から佐賀大学を含む九州管内の４国立大学に受動喫
煙防止対策の推進についてのあっせんがありました。
　佐賀大学では、禁煙外来のある附属病院や附属学校園ではすでに敷地内全面禁煙を実施していましたが、本庄キャン
パスはじめその他のキャンパスではそれぞれ屋外喫煙所を設け、屋内の禁煙に止まっていました。
　そこで、受動喫煙防止対策を推進するため、2019 年度からすべてのキャンパスの敷地内を全面禁煙とすることに決
定し、12月末から３月末までにかけて、本庄キャンパスの 19箇所を含むすべての屋外喫煙所を撤去しました。

内部監査の様子
（教育学部、附属特別支援学校、
芸術地域デザイン学部、経済学部、
医学部、理工学部、農学部、事務局）

屋外喫煙所の一例
　駐輪場や建物の出入口に通じるスロープに隣接している。

喫煙所の撤去後

建物出入口

喫煙所

「喫煙所撤去」の
お知らせ
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２）実施体制
①エコアクションの取組　実施範囲の概要　（2019年５月１日現在）
（１）事業者名

国立大学法人　佐賀大学長　　宮﨑　耕治
（２）取組の対象活動範囲

教育・学術研究・医療及び大学運営に関する活動
（３）環境保全関係の責任者及び担当者連絡先

環境管理責任者：総括 , 企画・総務担当理事　後藤　昌昭
　　　　　　　　（2018年度は前人事・労務・財務担当理事 和田 佳彦）
担　　当　　者：環境安全衛生管理室　室長　市場　正良
連　　絡　　先：電話 0952-28-8201・8202　FAX 0952-28-8890
　　　　　　　　E-mail esh@mail.admin.saga-u.ac.jp

（４）事業所の規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （各年度５月１日現在）

（５）所在地及び事業内容等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成2019年５月１日現在）

構成員 単位 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
教員数 人 723 726 751 749 738 722 698
職員数 人 742 738 742 730 722 712 710

非常勤職員数 人 1,095 1,216 1,209 1165 1,151 1,150 1,165
全教職員数 人 2,651 2,688 2,710 2,652 2,619 2,592 2,580
学生数 人 6,184 6,108 6,092 6,023 6,004 5,952 5,898
大学院生数 人 924 889 888 873 873 835 809
児童生徒数 人 1,275 1,267 1,256 1,225 1,223 1,209 1,189
全教職員・学生数 人 11,034 10,952 11,064 10,773 10,719 10,588 10,476
延べ床面積 ㎡ 241,068 263,760 263,760 263,765 274,933 275,033 277,362

団地名 学部 事業内容 所在地 敷地面積 延べ面積

本庄町１団地
教育学部、芸術地域デザイン
学部、経済学部、理工学部、
農学部、学内共同教育研究施
設、事務局

大学事務局及び教育学部、芸術地
域デザイン学部、経済学部、理工
学部、農学部における教育研究活
動 （講義、演習、実習、実験）

佐賀県佐賀市
本庄町１ 283,630㎡ 123,356㎡

鍋島１団地
医学部、附属病院
地域医療科学教育研究センター
先端医学研究推進支援センター
看護学教育研究支援センター

医学部、各ｾﾝﾀｰにおける教育研
究活動（講義、演習、実習、実
験）及び附属病院における医療
活動

佐賀県佐賀市鍋島
５丁目1-1 235,424㎡ 122,647㎡

城内１団地 教育学部附属中学校
生徒の自主性を大切にして自己
指導力を育てる事を学校教育目
標とした中等教育活動

佐賀県佐賀市城内
1丁目14-4 22,166㎡ 6,379㎡

城内２団地 教育学部附属小学校
児童の個性を大切にし、学習や
その他活動をしながら成長して
いく事を目指した初等教育活動

佐賀県佐賀市城内
２丁目17-3 17,426㎡ 5,624㎡

本庄町３団地 教育学部附属特別支援学校 知的障害者の特性に応じた初等
から高等までの教育支援活動

佐賀県佐賀市
本庄町大字正里46-2 19,915㎡ 3,677㎡

水ヶ江団地 教育学部附属幼稚園
幼児期の発達課題を踏まえた各
幼児の発達・個性・自発性を尊
重した保育及び教育活動

佐賀県佐賀市
水ヶ江１丁目4-45 3,389㎡ 744㎡

与賀町１団地 芳尾記念ラボ 学長裁量スペースとして、教育
研究活動

佐賀県佐賀市
与賀町西精1340 2,124㎡ 689㎡

久保泉１団地 農学部附属アグリ創生教育研究センター（本部）
農学部附属アグリ創生教育研究
センターにおける教育研究活動

佐賀県佐賀市
久保泉町大字下和泉1841 93,328㎡ 2,742㎡

唐津団地 農学部附属
アグリ創生教育研究センター（唐津）

農学部附属アグリ創生教育研究
センターにおける教育研究活動

佐賀県唐津市
松南町152-1 4,801㎡ 988㎡

山代町団地 海洋エネルギー研究センター
（伊万里サテライト）

海洋エネルギーに関する総合的
な研究、特に海洋温度差エネル
ギー・海洋流体エネルギーに関
する基礎的・応用的研究

佐賀県伊万里市
山代町久原字平尾1-48 10,751㎡ 4,503㎡

有田町団地
芸術地域デザイン学部
（有田キャンパス）
肥前セラミック研究センター

芸術地域デザイン学部における
教育研究活動（講義、演習、実
習、実験）
セラミック産業における“芸術-
科学-マネジメント”を融合させ
る国際的学術研究

佐賀県西松浦郡
有田町大野乙2441-1他 13,469㎡ 6,013㎡
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②国立大学法人佐賀大学エコアクション実施体制　2018年 4月改訂

佐賀大学生協
（本庄地区）

佐賀大学生協
（鍋島地区）

海洋エネルギー研究センター

代表者：学長

環境管理責任者：担当理事
エネルギー管理統括者

安全衛生管理委員会 第２種エネルギー管理指定工場（本庄）
エネルギー管理員：環境保全係長

環境安全衛生管理室 内部監査

学 部 長 病 院 長学 部 長

教育学部
EA委員会

内は、支援・協力関係にあるが、実施体制の範囲外

学 部 長

芸術地域
デザイン学部
EA委員会

学 部 長

経済学部
EA委員会

医 学 部
EA委員会

附属病院
EA委員会

学 部 長

理工学部
EA委員会

学 部 長

農 学 部
EA委員会

附属アグリ創生
教育研究センター

芸術地域デザイン学部
（有田地区）

事務局長

事 務 局
EA委員会

EA学生委員会
（本庄地区）

EA学生委員会
（医学部）

附属特別支援学校

附属幼稚園

附属中学校

附属小学校

報告
Action

EA専門委員会
Plan Check

Check Check

エネルギー管理企画推進者：
環境施設部長

第１種エネルギー管理指定工場（鍋島）
エネルギー管理員：機械保全係長

Do

附属学校・園
久保泉・唐津

山代町

有田町

鍋島本庄

学　　　　　　　長

大学全体の環境方針及び環境目標を達成するための責任を担う。
環境方針の策定を行い、環境経営システムを構築、運用、維持するために必要な経営諸資源を準備し、環境
管理責任者を任命する。
環境への取組が適切に実施されているかを評価し、見直しを行う。

環 境 管 理 責 任 者 大学全体の環境方針及び環境目標を達成できるように、学長を補佐する。
環境経営システムを構築、運用、維持し、その状況を代表者に報告する。

安全衛生管理委員会 環境管理責任者及び各部局長が構成員となって大学全体の環境経営システムの構築、運用、維持について審
議・決定する。

E A 専 門 委 員 会 大学全体の環境目標と環境活動計画の策定を行う。
大学全体の環境目標の達成状況と環境活動計画の取組状況について評価を行う。

環境安全衛生管理室 EA事務局としての役割を担う。
大学全体の環境目標の達成状況と環境活動計画の取組状況について確認を行う。

部　　　局　　　長
各部局が大学全体及び各部局個別の環境方針及び環境目標を達成するための責任を担う。
学長が策定した環境方針をもとに、各部局の環境方針を策定する。
各部局の環境への取組が適切に実施されているかを評価し、見直しを行う。

各部局EA委員会 各部局の環境目標と環境活動計画の策定を行う。
各部局の環境目標の達成状況と環境活動計画の取組状況について評価を行う。

E A 学 生 委 員 会 大学構成員である学生に対して環境経営システムの浸透を図り、各取組を EA専門委員会と共同して進める。

佐 賀 大 学 生 協 ISO14001 取得の実績を生かして、環境経営システムのノウハウについて支援を行う。

内 部 監 査 各部局を対象に環境活動計画の取組状況の監査を行う。
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３）環境に関する法規制への取組
環境関連法規への違反、訴訟等の有無
　環境関連法規への違反、訴訟等の有無違反については、2018 年度はありませんでした。以下に法規制への取組を紹
介します。

廃棄物関係
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）
　廃棄物、実験廃液等を法に従い処分し、本庄地区においては 2014 年度から、鍋島地区については 2018 年度から、
電子マニフェスト★による管理を行っています。なお、鍋島地区においては、佐賀県へ 2018 年６月に特別管理産業
廃棄物★処理計画書（併せて 2017年度の実施状況報告書）を提出しました。（経営管理課、経理調達課）

・佐賀市廃棄物の減量推進及び適正処理等に関する条例
　条例に従い、2018 年 6月に事業系一般廃棄物★削減計画を佐賀市へ届出し廃棄物の減量化・リサイクルを推進して
います。（経営管理課、経理調達課）

・特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）
　2018 年度は、テレビ 12台、冷蔵庫 53台、洗濯機 10台、家庭用エアコン 1台を法に従って適正に再資源化処理
を行っています。（経営管理課、経理調達課）

・建築工事に係る再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）
　2018年度は、大学会館や、医学部附属病院北病棟などの改修工事を実施し、設計図書に再生資材の使用を明記して、
再資源化に取り組みました。（施設課）

・フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）
　2018年度は98台の業務用空調機等を廃棄又は売払いし、688.6ｋgのフロンを破壊処理工場にて無害化処理を行い、
マニフェストを保管しています。（経営管理課、経理調達課、施設課）

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法
　2018 年度には本庄キャンパスにおいて、新たに高濃度 PCB使用コンデンサ１台の所在が判明しましたが、2017
年度に判明した高濃度 PCB使用安定器６台とともに、2018年度中に処理を完了することができました。
　現在保管中の低濃度 PCB含有トランス 21台、実験用トランス等３台、実験用コンデンサ 12台については、法に基
づき適正な管理を行うと共に保管状況を佐賀県に提出しています。
　現在運転中の低濃度 PCB含有トランス３台については、PCB含有電気工作物として経済産業省九州産業保安監督部
に報告しています。（企画管理課）

排出関係
・大気汚染防止法
　鍋島キャンパスの自家発電機 3基、冷温水機 4基、病院用ボイラー 2基及び海洋エネルギー研究センター（伊万里
サテライト）の実験用ボイラー10基が大気汚染防止法のばい煙施設に該当します。法令に従いばい煙測定を実施して、
その結果を当該地域の保健所へ報告しています。すべて基準値を満たしています。（施設課）　　　　　　　　　　　

・下水道法
　法令に基づき公共下水道への放流水の分析（年 1回、42項目）を行い、佐賀市下水道排水基準に適合することを確
認しています。なお、鍋島キャンパスにおいては佐賀市の指導により、月 1回のシアン化合物、水銀、アルキル水銀、
その他水銀化合物、フェノール類、水素イオン濃度及び年 3回のｎ－ヘキサン抽出物の分析を行っています。結果は、
基準値を満たしています。（施設課）

　
・浄化槽法
　附属アグリ創生教育研究センター（本部）、附属特別支援学校及び海洋エネルギー研究センター（伊万里サテライト）
では、浄化槽から公共用水域等へ排出される放流水の分析を、法令に従い年 1回実施しています。結果は基準値を満
たしています。（施設課）

・特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律　（PRTR★届出）
　大学の研究室では多種の化学薬品を取り扱っていますが、ほとんどが試薬としての使用であり、その取扱量は少量で
PRTR届出の対象になることが少ないといえます。2018 年度は、鍋島キャンパスにおいて取扱量が 1,0 ｔをわずか
に超えた病理用キシレンが PRTR届出の対象になりました。 （企画管理課）
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室内関係
・毒物及び劇物取締法
　毒劇物の取扱においては管理責任、表示責任が必要となります。本学では各研究室で薬品管理システム（CRIS）を
導入して薬品の種類・数量・使用者等を管理しています。

・佐賀中部広域連合火災予防条例
　消防法上の危険物の適正管理について、法に従って適正に管理を行っています。

・高圧ガス保安法
　冷凍設備、医療ガス、実験用ガス等について、法に従って適正に管理を行っています。

・労働安全衛生法
　有機溶剤中毒予防規則、特定化学物質障害予防規則による作業環境測定（年 2回）、電離放射線障害防止規則による
作業環境測定（月 1回）、及び局所排気装置の定期自主点検を行っています。2018 年度の有機溶剤等の作業環境測
定では本庄地区は 12箇所、鍋島地区は 24箇所測定し、本庄地区においては 1箇所が第 2管理区分、3箇所が第 3
管理区分で、鍋島地区においては 4箇所が第 2管理区分、2箇所が第 3管理区分となりましたが、第 1管理区分と
なるように改善をすすめています。電離放射線の作業環境測定では本庄地区は 2箇所、鍋島地区は 21箇所測定しま
したが、全て基準を満たしていました。（安全衛生委員会）

・アスベスト（石綿）の状況について
　吹き付けアスベストについては、2016年度までに撤去処理を終了しています。
　また、法令改正により新たに規制対象とされ、アスベストが確認された煙突用断熱材については 2014年度に囲い込
み処理を完了し、ばく露のおそれはない状況となっています。
　そのうち、教養教育２号館の煙突など、改修工事の際に煙突本体を撤去して、アスベストの撤去処理を進めています。
　（企画管理課）

購入関係
・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入★法）
　グリーン購入法に基づき、「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を公表し、調達目標を定め物品等を購入し
ています。詳細は 16ページに掲載しています。（経営管理課、経理調達課）

・国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（環境配慮契約法）
　電気の供給を受ける契約は、二酸化炭素排出係数★、環境負荷低減に関する取組状況により評価した裾切方式で契約、
自動車は本庄地区で 4台、鍋島地区で 1台、環境性能と価格の両面から評価した総合評価落札方式で購入、また、建
築物の設計に関する契約に関しては温室効果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテーマにした技術提案から評価す
るプロポーザル方式により契約を行いました。（経営管理課、経理調達課、企画管理課）

報告関係
・環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促進法）
　本学では環境報告書を作成し、公開を行っています。（環境安全衛生管理室）

・エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）
　2006年 7月に鍋島キャンパスは第一種エネルギー管理指定工場に、本庄キャンパスは第二種エネルギー管理指定工
場に指定されました。省エネルギー活動を効果的に推進することを目的として「国立大学法人佐賀大学エネルギーの
使用の合理化等に関する規程」を定め、省エネルギーの取組を行っています。その結果、省エネ法の定期報告を提出
する事業者を S・A・B・Cの４段階にクラス分けする「事業者クラス分け評価制度」において、佐賀大学は 2015
年報告分から 2018 年報告分まで省エネが優良な事業者のクラスである Sクラスの評価を受けています。また、
2018年度の結果は以下のとおりです。

使用エネルギー 原油換算 延べ床面積当 対前年比 ５年間原単位変化
鍋島地区 248,843 GJ 6,420 kL 55.44 kL/千㎡ 98.8 ％ 101.4 ％
本庄地区   79,601 GJ 2,054 kL 17.33 kL/千㎡ 91.2 ％   96.1 ％ 

１　エネルギー管理統括者には企画・総務担当理事、エネルギー管理企画推進者に環境施設部長とする体制を継続し、
省エネルギーとCO2 の排出量削減を推進しています。
２　2012 年度から開始された附属病院再整備事業においては、LED照明★、太陽光発電設備や高断熱建物採用など随
所に省エネ対策が施されています。また、既設の改修整備においても高断熱な建物とするのはもとより、LED照明、
高効率空調機などの採用とともに、運用面においてもBEMSによる省エネ運転管理など優れたインテリジェント病
院の構築に向けて改修事業を継続中です。（施設課）
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１）環境に配慮できる人材の育成　　２）環境の保全・改善のための研究開発
３）自然環境保全　　　　　　　　　４）環境マネジメントシステムの確立

〈インプット〉

〈地域・社会への還元〉
■学生の輩出
　環境マインドの高い卒業生
　環境に関する（専門）知識を有する卒業生
■環境に関する社会貢献
■環境に優しい地域医療への貢献

■総エネルギー投入量
　（目標）2015年度比 ３％減
　（結果）　　　　　４％増加
　熱量　　　　347,322GJ★
　購入電力　 26,538MWh★
　太陽光　　　　293MWh
　灯油　　　　　　　12kL
　A重油　　　　　  207kL
　都市ガス　  1,728,045㎥
　LPガス　　　　　  544㎥
　　　　　　　  （P12～13）

■資源投入量
　コピー用紙　　　　98.2t 
　グリーン購入　　  275品目
　　　　　　　 （P14，P16）
　図書・雑誌類　  15,255冊

■水資源投入量
　上水　　　　  181,562㎥
　　　　　　　　　　（P13）

■化学物質管理
　PRTR法対象物質保有量
　　　　　　　　  2,613kg
　購入量　　　　  2,584kg
　　　　　　　　　　  （P9）

佐賀大学
本庄キャンパス

〈アウトプット〉

■温室効果ガス排出量
　（結果）2015年比 ３％減少
　二酸化炭素　15,968t-CO2
　一酸化二窒素 11.9kg-N2O
　　　　　　　　　　 （P12）

■資源物搬出量
　コピー用紙 　　　19.9t
　新聞・雑誌 　　　  88.6t
　段ボール 　　　　49.9t
　その他紙類 　　　47.5t
　缶・瓶　　　　　　11.2t
　ペットボトル　　  15.9t
　金属　　　　　　  12.1t
　　　　　　　　　　（P14）

■廃棄物排出量
　（目標）2015年度の実績維持
　（結果）　　　　  28％増加
　事業系一般廃棄物　　　538.6t 
　産業廃棄物　　　458.6t 
　（内特別管理産業廃棄物★）
　医療系　　　　　312.9t 
　実験系　　　　　　 8.6t 
　　　　　　　（P13～ 14）

■総排水量
　（目標）2015年度比 ３％減
　（結果）　　　　  16％削減
　下水道　　　  158,909㎥
　公共用水域　　　4,419㎥
　　　　　　　　　　（P13）

■化学物質使用量
　PRTR法対象物質使用量
　　　　　　　　　2,311kg
　　　　　　　　　　　（P9）

　　　　　

教員数　　　　　　　 722人
職員数　　　　　　　 712人
学部生数　　　　　　5,952人
大学院生数　　　　　 835人
児童生徒数　　　　　1,209人

農学部附属アグリ創生教育研究センター

教育学部附属小学校，附属中学校
附属特別支援学校，附属幼稚園

有田キャンパス

海洋エネルギー研究センター

■入学者数
　学部生　　1,408人
　大学院生　 354人
　児童生徒　 293人

■診療
　入院延べ　185,462人
　外来延べ　235,880人

■卒業生数
　学部　　　　　1,344人
　大学院　　　　 332人
　児童生徒　　　 303人

鍋島キャンパス

主要な環境指標等の推移
環境への負荷の状況（2013年度～2018年度）

2018年度　全体像図

エネルギー使用量

温室効果ガス排出量
水使用量

総排水量

物質使用量
化学物質使用量

廃棄物排出量

購入電力
化石燃料 (ガス・重油・灯油)
新エネルギー (太陽光発電)
二酸化炭素
上水
下水道
公共用水域
コピー用紙
ＰＲＴＲ法対象物質
一般廃棄物　　 最終処分量
産業廃棄物　　 最終処分量

単位環 境 へ の 負 荷
GJ
GJ
GJ
t・CO2
㎥
㎥
㎥
t
kg
t
t

2016年度
262,209
100,871

705
16,594
208,052
183,565
4,645
99.7
2,523
295.4
394.4

2017年度
264,670
99,581
851

19,467
182,968
166,120
4,670
100.5
3,024
387.2
437.4

2018年度
260,865
86,457
1,049
15,968
181,562
158,909
4,419
98.2
2,311
538.6
458.6

2013年度
251,539
126,628

746
21,707
246,181
207,398
4,864
108.3
4,298
307.5
434.2

2014年度
250,324
92,002
906

19,217
216,266
187,842
4,963
105.4
3,406
321.2
424.4

2015年度
249,701
85,140
807

16,486
207,434
188,506
5,640
108.3
3,038
348.7
432.0

４）教育・研究・医療活動に伴う環境負荷の全体像
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環境負荷抑制とその取組

①佐賀大学中長期計画・年度計画
佐賀大学中期計画（2016年度から2021年度）　No.63
　光熱水等の使用量を第２期中期目標期間の最終年度より床面積当たり３％削減するために、佐賀大学環境方針の取組
を踏まえ、省電力設備である LED照明設備及び高効率空調設備への更新などの省エネルギー対策を実行する。
　2018年度年度計画
63-1　光熱水量等の2015年度環境実績を踏まえ、経費削減計画を策定し、管理的経費を削減する。

　達成水準
63-1経費削減計画を策定して、光熱水等の使用量を2.0％削減する。
（自己評価）光熱水等の使用量は気候の影響により目標の削減はできていないが、需給契約の見直し等により、管

理的経費の 2015年度比の削減傾向は維持できた。

②エネルギー使用量と削減に向けた取組

活　　動　　計　　画 結　　　果
１．エネルギー使用量を調査・報告し、エネルギー使用量の削減を促す。エネルギー使用量等は

ホームぺージにて公開。 ホームページにて公開
２．空調温度設定・使用方法を季節ごとに定め、実行を促す。室温が夏季は 28℃程度、冬季は

19℃程度になるように設定する。 各教職員室・教室で設定し実施

３．省エネポスターを掲示し、電気使用量の削減を促す。 掲示板等にポスター等を掲示

４．節電パトロールを実施し、定期的に居室等を巡回する。 各部局で月 1回程度実施

５．節電チェックリストを作成し、状況を確認して小まめな節電に取り組む。 各部局で定期的に実施
６．クールビズ（5月 1日～ 9月 30 日）・ウォームビズ（12月 1日～ 3月 31 日）を実施し

て空調の温度を適切に調整管理する。 各教職員室・教室で設定し実施

７．ホームページを活用し電力の使用状況等の表示を行う。                                                                                                                                            ホームページにて公開

８．最大使用電力の管理を徹底するため、通報システムにより、電力の削減を行う。 通報システムによる通報、33回実施

９．待機電力の削減（電力のベースカット）に取り組む。 照明 LED化

10．物等の新営・改修工事を行う場合は、省エネ法の削減計画に記載した方法を踏まえた工事を行う。計画を基に改修を実行。⑧参照

エネルギー使用量　目標：2015年度比３%減　実績：3.7%増　×
　2018 年度のエネルギー使用量（347,321GJ）は、前年度比では減少していますが、2015年度比 3.7％増加となっ
ています。全学的には夏季の猛暑の影響が大きく、特に鍋島地区では病院の大規模改修整備の進捗により実稼働面積が
増加したことも、エネルギー使用量の増加につながったと考えられます（図②－１）。
　ただし、供給電力会社の変更に伴うCO2 排出係数の低下によりCO2 排出量は 2015年度から 3.2%減少となりまし
た（図②－２）。
　また、燃料別では、それぞれ前年度比で減少しています（図②－３）。部局別では、附属病院の電気、ガスの増加や、
医学部のガスの増加が大きいですが、増加している部局では気候の影響や建物稼働面積の増加の影響が現れたものと考
えられます。なお、理工学部や農学部などガス空調から電気式空調への更新工事によりエネルギー使用量が減少してい
る部局もあります（図②－４）。

図②－１：地区別エネルギー使用量（GJ） 図②－２：地区別CO2 排出量（t-CO2）

※グラフ内の『その他』は『本庄』『鍋島』以外の附属小・中・特別支援・幼稚園の附属団地及び海エネ・アグリ研究センター等の地区を表しています。
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太陽光発電設備と LED照明について
　2009 年度より新築や改修工事をした建物の屋上に太陽
光発電設備を設置し、室内照明や外灯を LED照明へと転換
しています。
　2018 年度は太陽光発電設備の増設はありませんでした。
そのため、2009 年度から設置したものは本庄・鍋島地区
で合計 185.7kWであり、2018 年度は 21.6 万 kWh発電
しており、CO2 排出量に換算すると約 117t-CO2（全学排
出量の 0.7%相当）削減できたことになります。（図②－５）
　LED 照明は、理工学部 7号館や大学会館など、LED 外
灯は改修建物周辺の器具更新などを行っており、CO2 排出
量は従来の水銀灯などと比較して、60％程度の削減が見込
めます。

③水資源投入量と抑制に向けた取組

活　　動　　計　　画 結　　　果
・上水使用量を調査・報告し、上水使用量の削減を促す。 ホームページにて公開
・水道等の機器は節水型の機器への更新を推進する。 改修等工事時に設置。⑧参照
・水道に節水コマを取り付け、水道使用量を削減する。 ほぼ全学の蛇口に取り付け済み
・井戸水を有効利用し、市水使用量を削減する。 井水と市水の使用量内訳を確認
水使用量
目標：2015年度比３%減　実績：12.5%減少　○
　2018 年度の上水使用量（181,562 ㎥）、公共下水排水量
（158,909 ㎥）は、2015年度比上水：12.5％の減少、排水：
15.7% 減少となりました。主な要因は、建物改修に伴う節
水型機器への更新による減少のほか、主として本庄地区での、
節水対策や漏水改修が行われたためと考えられます。（図③）

④廃棄物排出量と削減に向けた取組

活　　動　　計　　画 結　　　果
１．使用済み封筒の再利用を進め、学内便用として繰り返し使用する。
　　ペーパーレス会議、両面印刷等の推進により、コピー用紙の使用量を削減する。   各部局で実施

２．廃棄物排出量・コピー用紙購入量を調査・報告し、各部局に通知して廃棄物排出量・コピー
用紙使用量の削減を促す。
缶・ビン、ペットボトルの排出量を調査・報告し、リサイクルを促す。
資源ごみの排出量を調査・報告し、資源ごみの回収を促す。

ホームページにて公開

図③　地区別水使用量（千㎥）

図②－３　燃料別エネルギー使用量（GJ） 図②－４　エネルギー使用量の変化（2018/2015 年度）

図②－５　太陽光発電設備導入実績（kW）
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１．廃棄物排出量　目標：2015年度実績を維持　実績：27.7％増加　×
　2018年度の廃棄物排出量（997t）は、2015年度比 27.7％（216t）増加しました。内訳は、本庄地区が 271t 増加、
その他地区は 26t 増加、鍋島地区が 80t 減少しています。これは、本庄地区において建物改修整備に伴う廃棄物の一時
的な排出量の増加のほか、機材の更新や不用機材の整理処分をすすめたためと考えられます。
　また、鍋島地区で医療系廃棄物が増加傾向にありますが、これは病院の診療活動の伸びによるものと考えられます。
（図④－１、図④－２）

　なお、廃棄物置き場での廃棄物の不十分な分別がみられ
ることがあり、廃棄物分類の徹底を進めていくことにして
います。
　特に、産業廃棄物である廃プラスチックの分別が不十分
で、一般廃棄物への混入により一般廃棄物処理場で受入れ
不可となることがあり、課題の一つです。

２．資源物排出量（有価物）
　2018 年度の資源物排出量（245t）は、 2015 年度比
27%減少です。
　資機材の更新などに伴って有価物として排出できる金属
類が、建物改修整備に伴って排出量が多かった 2012 ～
2014年度に比べると激減しています。
　紙類の一般廃棄物への混入をなくすために、紙類の分別
を推進しています。近年の回収量は横ばいですが、さらに
分別の徹底をしていく必要があります。（図④－３）

３．コピー用紙購入量
　　目標　2015年度比：３%減　実績：9.3％減　○
　2018 年度のコピー用紙購入量（98t）は、2015 年度比
9.3％ (10t) 減少となりました。購入量が増加する前の
2014年度と比較しても 6.8%減少しています。
　今後もさらに、コピー用紙の両面印刷・裏紙の再利用や
印刷物の削減・ペーパーレス会議の推進等により、紙の使
用量を減らしていくこととしています。（図④－４）

図④－４：地区別コピー用紙購入量（t）

図④－３：資源物排出量（t）

図④－１：地区別廃棄物排出量（t） 図④－２：種類別廃棄物排出量（t）
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⑤化学物質管理の取組
活　　動　　計　　画 結　　　果

１．薬品管理システムの運用を促進する。 各部局で実施

２．研修会等を開催し、化学物質の取扱等の再確認を行う。
ホームページにマニュアル等掲載

３．実験系廃液処分のマニュアルの整備・周知を行う。

４．廃棄薬品等のマニフェストによる管理を行う。 各部局で実施

５．排出水の pH値等の確認・管理を行う。 施設課で実施

６．PRTR届出書による化学物質の排出量の把握と管理を行う。 企画管理課で実施

目標　化学物質管理の促進　　　実績　CRIS 入力促進
　研究室で使用される化学薬品の管理には、CRIS 
Ver.2（Chemical Registration Information System,
島津エス・ディー）を使用しており、毒劇物取締法、
消防法、労働安全衛生法、PRTR 法で指定された化学
物質の購入量、使用量、保管量が把握できるようになっ
ています。
　2018 年度の主な使用物質は、ドライゾール（染色
用溶剤：主成分エタノール）1,288kg、エタノール
1,213kg、キシレン 1,043kg、アセトン 546kg、ク
ロロホルム 367kg、メタノール 353kg、ホルムアル
デヒド 269kg、ジクロロメタン 241kg、ヘキサン
129kg、エチレンオキシド 115kg などです。
　さらに、CRIS を使用するだけではなく安全衛生委員
会の職場巡視等で、研究室での化学物質の管理状況を
実際に確認しています。

　なお、理工学部、農学部、医学部では、化学物質の取扱などについて定期的な講習会を開催しており、2016 年度か
ら化学物質リスクアセスメントに関する説明会も開催し、年間使用履歴から作業環境測定のほか特殊健診受診対象者の
選定も行っています。
　また、2018 年度には、毒物・劇物だけなく、化学物質管理をより安全・適切に実施できるよう新たに化学物質管理
規程を制定したところです。

⑥環境教育の推進
活　　動　　計　　画 結　　　果

１．オリエンテーションや大学入門科目での環境教育を実施する。 ４月～６月各学部で実施
２．学生ボランティア活動への支援を行う。 学生委員会への支援実施
３．ホームページへの掲載による活動の公表を行う。 ホームページで公開

目標　環境教育の充実　　　実績　新入生教育実施継続
　全新入生に対して大学入門科目等で、リーフレットや動画教材を使った講習
を必修としています。内容はEA概要、佐賀市ゴミ出しの解説です。留学生用
に英語版も作成しています。
　また、教養科目として、佐賀大学版環境キャリア教育プログラムを実施中
です。その特徴は、講義に加え、4コースに分かれての実習（環境マネジメ
ント、環境分析、環境管理、資源循環）です。
　教職員向けの研修は、2018 年度新任教員研修、新採用事務系職員研修、
事務系職員リーダー研修などで EAの概要説明をしました。
　従来、新入学生に、携帯できるようコンパクトな大きさで、エコアクショ
ンの取組の概要をまとめた印刷物「エコキャンパスカード★」を配布していま
したが、2017 年度からweb上に公開する形に移行し、スマートフォンなど
から閲覧できるようにしました。
　URL　http://sagauea.com/index.html
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⑦グリーン購入など
１．グリーン購入・調達の状況
　　目標　100%　　　実績　100%　
　2001 年 4 月から、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グ
リーン購入法）が施行されました。この法律は、国等の機関にグリーン購入を
義務づけるとともに、地方公共団体や事業者・国民にもグリーン購入に努める
ことを求めています。
　佐賀大学でも、毎年度基本方針に則して、特定調達物品ごとの調達目標を定め
た調達方針を作成、公表しており、この基本方針に基づいて調達を推進し、年度
終了後に調達の実績の概要を取りまとめ、公表するとともに、関係省庁に報告し
ています。
　（環境物品等の調達の推進を図るための方針等については本学のホームページ
に掲載しています。URL:http://www.saga-u.ac.jp/other/tyotatsu.html）
 　2018 年度は、調達方針に基づき、グリーン購入法に定められた特定調達物品
の購入（右表）については、全て 100％の調達実績となり、調達目標を達成する
ことができました。今後も引き続き可能な限り環境への負荷が少ない物品等の調
達に努めることとしています。

⑧環境保全コスト
　佐賀大学では、様々なエネルギー消費抑制に向けた取組、廃棄物の削減に向け
た取組を行っています。2018年度環境負荷削減に向けて実施された主な項目は、
以下のとおりです。

設備投資

投　　資　　内　　容 金額（千円） 期待できる効果

LED照明設備の導入
消費電力が少ないLED照明器具、LED外灯の採用
（本庄町１）大学会館等改修その他電気設備工事
（本庄町１）理工学部７号館改修照明設備工事　他4件

24,700
電力量、CO2削減
既存の蛍光灯照明器具と比較して、LED照明
器具への改修により約60％の省エネ

建物の高断熱対応
建物外壁、屋根に高断熱材、ガラス窓にペアガラスなどを採用
（鍋島１）医病北病棟増築その他工事
（本庄町１）大学会館等改修その他工事　他2件

4,000
電力量、CO2削減
室内と外部の熱遮断による冷暖房負荷の軽減

既設空調機の高効率空調機への更新と換気設備のCO2制御運転
高効率空調機の採用とCO2濃度検出器による換気設備の省エネ運転
（本庄町１）大学会館等改修その他機械設備工事
（本庄町１）農学部本館空調設備改修工事　他2件

109,100
電力量、CO2削減
冷暖房効率は、10年前と比較して14％向上
（空調の省電力化）

既設便所の便器を節水型へ更新
既設便器を節水型に更新
（鍋島１）医課外活動施設等便所改修その他機械設備工事
（本庄町１）大学会館等改修機械設備工事

8,800
節水効果による上下水道量の削減
1回当たりの水使用量は、10年前と比較して
半分の5.5L

※建物の新営工事や大型改修工事では、外壁の高断熱化、LED照明、高効率空調機、節水型便器の採用を基本としてい
ます。

分野 品目数

紙類 7

文具類 83

オフィス家具等 10

画像機器等 10

電子計算機等 4

オフィス機器等 5

移動電話等 3

家電製品 6

エアコンディショナー等 3

温水器等 4

照明 4

自動車等 5

消火器 1

制服・作業服 4

インテリア・寝装寝具 11

作業手袋 1

その他繊維製品 7

設備 7

災害備蓄用品 10

公共工事 70

役務 20
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　2018年度に環境負荷削減に向けて使用した各活動の経費は以下のとおりです。
管理コスト

項目 内訳 金額（千円） 合計（千円）

環境報告書 報告書作成 900 900

エコアクション
EA学生委員会支援経費 150

250
環境教育用教材作成 100

薬品管理システム（CRIS） 年間メンテナンス経費 1,200 1,200

作業環境測定
放射性物質RI関係 1,500

2,100
有機溶剤・特定化学物質等 600

⑨光熱水費 ・廃棄物処理費等
　2018 年度の光熱水費・廃棄物処理費等は、
2015年度比4.7%（3,700万円）の削減となっ
ています。（図⑨）　
　2018 年度は、電力料金約 3%減、ガス使
用料金約 7%減、重油購入金額約 5%増とな
りました。これは猛暑の影響などで使用量が
2015 年度比で数%増加したものの、供給会
社の変更や単価の見直しにより料金の低減が
できたためです。

⑩2019年度の取組予定
１）環境目標について （2016年度～ 2021年度まで）
エネルギー使用量：2018年度比で 1%/ 年の削減（床面積当たり）　
　　　　　　　　　※元となる電気・ガス・重油・灯油を 2015年度比で 6年間で 3%削減
　　　　　　　　　　病院と学部のデータは分割し病院は原単位を収入等とする
廃棄物排出量　　　：2018年度実績を維持
総排水量　　　　　：2018年度比で 1%/ 年の削減（床面積当たり）
環境教育の充実　　：新入生オリエンテーションのほか上級生ガイダンスなど、認知度を上げる
化学物質管理の強化：CRIS の運用促進及び研修会開催

図⑨　光熱水費・廃棄物処理費等（百万円）

省エネを踏まえた改修建物
（2018年度　大学会館　大食堂）

省エネを踏まえた改修建物
（2018年度　北病棟１階　作業療法・理学療法室）
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２）環境活動計画
エネルギー使用量
１．エネルギー使用量を集計し、ホームページ等を使用して職員学生に知らせる。
２．節電パトロールを実施し、定期的に全室を巡回する。
３．クールビズ（5月 1日～ 9月 30日）、ウォームビズ（12月 1日～ 3月 31日）を実施して空調の温度を適
切に管理する。

４．最大使用電力の管理を徹底するため、通報システムを使用する。
５．待機電力の削減（電力のベースカット）に取り組む。アイデアも募集
廃棄物
１．廃棄物排出量・コピー用紙購入量を集計し、ホームページ等を使用して職員学生に知らせる。
２．廃棄物の分別、特に廃プラスチックの分別の改善を図る。
水関係
１．上水使用量を調査・報告し、ホームページ等を使用して職員学生に知らせる。
環境教育
学生、教職員に対する環境教育を増加させる。
１．教養・専門教育で環境報告書使用
２．認識度の向上を図る。
３．内部監査の実施
化学物質管理
１．薬品管理システムの運用を促進する。在庫管理の強化、盗難対策
２．研修会等を計画通りに開催し、化学物質の取扱等の再確認を行う。リスクアセスメントの実施
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５）各部局の取組

教育学部・学校教育学研究科
１．環境方針
◆基本理念
　佐賀大学教育学部・学校教育学研究科は、自然と調和のとれた営みを続けるための「知」の継承と創造を担い、教育
と研究を通して地域及び社会に貢献する。

◆行動指針
１） 地球環境の保全・改善のための教育を行い、環境に配慮できる人材を育成する。
２） 地球環境の保全・改善のための研究開発に努める。
３） 地域環境保全のため、グリーン購入の推進、エネルギー使用量、上水使用量及び廃棄物発生の抑制と削減、ゴミの
分別や資源リサイクルなどに努める。

４） 薬品管理及び緊急時対応のためのシステムやマニュアル、訓練の充実により、安全管理の徹底を図る。
５） 地域との連携のもとに自然環境保全に努める。
６） 教育研究などあらゆる活動において、環境に関連する法律、規制、協定及び学内規程等を遵守する。
７） 環境マネジメントシステムを確立し、すべての教職員、学生の参画のもと、これを継続的に運用して改善を図る。
８） 環境の視点を予算編成方針に反映させる。
９） あらゆる人に環境報告書を公開し、地球環境の保全・改善に対する取組の協力と理解を求める。

２．学部の概要（2018年 5月現在）
　職員数：教育学部 52名／学校教育学研究科 11名
　学生数：文化教育学部 323名／教育学部 377名／学校教育学研究科 40名
　床面積：10,663 平方メートル

３．活動目標とその実績
１）環境目標及び2018年度の実績

環境目標 項目 2016年度
(基準年度)

2018年度
（今年度） 基準年比

　教育学部が発足した2016年度を基準年とし
て、2018年度の各種資源の使用量目標等を設定
した。
・電気、ガス、水道：同年度比0.5％減
・コピー用紙は１％減

＊廃棄物は３号館改修による大量排出が見込まれ
たため削減目標は定めず。

電気使用量［kWh］ 424,938 438,736 ＋3.2％
都市ガス使用量［㎥］ 7,005 7,550 ＋7.8％
エネルギー使用量［MJ］ 4,493,066 4,653,280 ＋3.6％
上水道使用量［㎥］ 2,389 1,646 -31.1％
廃棄物排出量［kg］ 13,738 174,766 +1,272％
コピー用紙購入量［kg］ 4,393 3,818 -13.0％

エネルギー量（MJ） 電気の使用量 +購入量
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２）2018年度の取組に対する評価
　エネルギー・資源の使用量について、電気とガスは、夏期の記録的猛暑の影響もあり、全学的傾向と同様に、本学部
もジュール換算では基準年（2016 年度）比 3.6％増となった（使用量は電気 3.2％増、ガス 7.8％増）。他方、水道は
同 31％減、コピー用紙も同 13％減を達成した。購入費ベースでは、電気 11％増、ガス 24％増、水道 21％減、コピー
紙 30％減であった。なお、廃棄物については、本学部の建物（教育学部３号館）の改修工事に伴い、排出量が例年を大
きく上回ったが、2018年度限りの特殊事象と考えられる。

４．環境教育
１）学生対象の教育・周知
　2018 年度は、例年どおりの新入生対象エコアクション説明会（オリエンテーション）に加えて、新たに上級生対象
の説明会を、それぞれ年度始めに実施し、光熱水使用の節約やゴミ分別等について指導した。

２）教職員対象の啓発・訓練
　教職員向けにも教職員に対して、毎月の教授会資料（お知らせ欄）を通じたエネルギー使用抑制の呼びかけを実施した。
2019 年 2月の教授会では、学部のエネルギー使用量等の現状を紹介したうえで、具体的な省エネルギー対策を説明す
る機会を設けた。施設委員会による毎月の労働安全衛生巡視の折りに、不在時の消灯やエアコンの温度管理（設定温度）
等をチェックすることで、節電等の省エネルギーの呼びかけと意識向上を図っている。緊急時対応に関しては、火災時
の避難・消火について 2019年 3月の教授会で呼びかけを行った。

５．2019年度に予定する取組
　引き続きエネルギー使用量の抑制に向けた方策を講ずると共に、理科系教員が研究室や実験室を構える本学部３号館
改修の完了に合わせ、薬品管理システム（CRIS）の運用徹底を進める所存である。

６．代表者による全体の評価と見直し
　夏期の猛暑という要因があったとはいえ、エネルギー使用量を低減させる目標の未達成は課題である。教室や研究室
の不在時の消灯やエアコン停止など、こまめな節約努力をさらに強化したい。また、本学部では、プラスチックごみの
分別が不充分だったために廃棄物収集業者や事務職員に迷惑を掛ける場面もあった。プラごみの処理が喫緊の環境課題
になっている国際情勢も踏まえ、分別の徹底はもとより、排出自体の減少に努めたい。

教育学部長　板橋江利也

ガスの使用量 +購入費

コピー用紙の購入量 +購入費

水道の使用量 +使用料

廃棄物の排出量＋廃棄処分費
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芸術地域デザイン学部 
１．環境方針 
〈基本理念〉
佐賀大学芸術地域デザイン学部は、芸術で地域と世界を拓くために、教育と研究を通して地域及び社会に貢献する。

〈行動指針〉
１）地球環境の保全と維持のために環境教育に関する教育研究活動を実施して、意識を高める。
２）環境保全及び改善のために省資源、省エネルギー、水使用量、廃棄物の削減、リサイクル、グリーン購入を積極的
にすすめる。

３）地域と連携した環境保全をアートの視点を取り入れて取り組むよう努める。
４）実習、演習、制作、実験における安全の確保、環境保全に努める。
５）薬品管理や労働安全衛生教育を通じて安全な研究教育環境の整備に努める。

２．学部の概要（2019年 5月現在） 
　本学部は本庄キャンパスと有田キャンパスの２箇所に教育研究施設がある。（建物延べ面積合計 9,016 ㎡）教職員
36名、学生数 469名（1、2、3、4年生） 

〈活動実績〉
　2016年 4月に新しく設置された学部であるため、本報告が 3回目の活動報告となる。学生数が今後増えるとともに、
2017年 4月から有田キャンパスでの教育が始動し、学部完成年度までは、環境データの推移をモニタリングしてゆく
ことが主な活動である。

３．データ（2018年度実績） 
〈本庄キャンパス〉
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＜有田キャンパス＞

４．部局の2019年度の取組予定
　教員及び学生の教育、研究活動が完成年度を向かえてより活発になる。有田キャンパスの開講を受けて、2つのキャ
ンパスにおける環境教育と日常的に環境保全活動に取り組むための仕組みづくりを両キャンパスのエコアクション委員
を中心に計画し、安全な研究教育環境づくりと環境保全に取り組んでいく。

５．代表者による評価と見直し
　エネルギー使用量は 7、8月の購入電気量が多く、冷房の影響と思われる。安全衛生巡視の際にエアコン設定温度や
不在室の消灯をチェックしたが、おおむね良好であった。水使用量は前年と比較し増加傾向にある。廃棄物排出量は前
年と比較し減少傾向にある。 4 月、10月に粗大ごみ 2000kg の排出があり突出して多かったが、それ以外の月は落ち
着いた。紙購入量は 2017年度より有田キャンパスの運営が開始し、それに伴い購入量も増えている。
　有田キャンパスについては 2017 年度からモニタリングを開始。7月に有田陶磁器クズ 1500kg と廃棄物排出量が
多かった。以上の分析を蓄積し完成年度までのデータ推移を見守るとともに、次年度以降と比較したい。
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経済学部
１．環境方針
＜基本理念＞
　本学部は、教育及び研究を通して、環境改善の啓発活動及び環境保全活動を積極的に実施し、環境に配慮できる人材
を育成することを社会的使命として認識し、持続可能な社会の発展に貢献する。

＜行動指針＞
１）環境マネジメントシステムを構築し、環境マネジメントシステムの全容を全ての教職員、学生に周知し、これを継
続的に運用して改善を図る。

２）環境に関する教育研究活動を実施し、環境保全にかかわる意識を高め、環境保全活動を普及し、環境に配慮できる
人材を育成する。

３）環境保全及び改善のために省資源、省エネルギー、水使用量・廃棄物の削減、リサイクル、グリーン購入を積極的
に実施し、環境負荷の低減に努める。

４）教育・研究・学内行政などあらゆる活動において、環境に関連する法令、条例、協定及び学内規程等を遵守する。
５）あらゆる人に環境活動レポートを公開し、環境保全及び改善に対する、本学部の取組への協力と理解を求める。

２．経済学部の概要（2018年 5月 1日現在）
学科・課程 １年次 ２年次 ３年次 ４年次 計 専攻 １年次 ２年次 計

経済システム課程 － － － 7 7 金融・経済政策専攻 － 1 1
経営・法律課程 － － － 8 8 企業経営専攻 － 0 0
経済学科 128 119 114 130 491 地域デザイン専攻 20 19 39
経営学科 84 83 87 94 348 計 20 20 40
経済法学科 74 73 71 86 304 ③教職員数：45名

計 286 275 272 325 1,158 ④延べ床面積：5,141㎡
※　経済学部は2013(平成25)年度から3学科制に改組した。

３．環境目標と実績
☆　環境目標
◇2018（平成30）年度の環境目標・実績及2019（令和元）年度～ 2021（令和３）年度までの年間の環境目標

2018（平成30）年度　環境目標 目標値 実績値 評価
1 エネルギー使用量（電気使用量）の削減
　（2016（平成28）年度水準を維持する） 182,103kWh 175,795kWh 3.46％減

○
2 水使用量の削減
　（2016（平成28）年度水準を維持する） 937㎥ 800㎥ 14.62%減

○
3 コピー用紙使用量の削減
　（2016（平成28）年度水準を維持する） 747,812枚 642,356枚 14.10％減

○

2019（令和元）年度～ 2021（令和３）年度　環境目標 2019年度 2020年度 2021年度
1 エネルギー使用量（電力使用量）の削減（※）
（2019年度：2015年度比10%減、2020～ 2021年度：同 1%減） 152,663kWh 167,930kWh 167,930kWh

2 水使用量の削減（※）
（2019年度：2015年度比10%減、2020～ 2021年度：同 1%減） 876㎥ 963㎥ 963㎥

3 コピー用紙使用量の削減
（2015年度比1%減） 800,031枚 800,031枚 800,031枚

（※）2019年度は、当年度の校舎改修事業に伴う建物稼働面積の減少により、10%削減を目標とする。

☆　活動実績
①　エネルギー使用量（電気使用量）の削減
　　［ 評価 「○」 3.46%減 ］ 

・2018（平成 30）年度の電気使用量の減少原因
　⇒　　夏の猛暑による使用量増加よりも、
　　　　冬の暖冬による使用量減少が上回ったため

・2019（令和元）年度の環境目標
　⇒　2015（平成 27）年度比 10%減

図１　月別電気使用量
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②　水使用量の削減　［ 評価 「○」 14.62％減 ］

・2018（平成 30）年度の水使用量の減少原因
　⇒　　夏季・春季休暇中における経済学部 4号館の
　　　　稼働率の低下による使用量減少の影響が大きい。

・2019（令和元）年度の環境目標
　⇒　2015（平成 27）年度比 10%減
 

③　コピー用紙使用量の削減　［ 評価 「○」 14.10％減 ］

・使用量の計測は、コピー機・印刷機のカウンター枚数
・2018（平成 30）年度のコピー用紙使用量の減少要因
　⇒　　講義の配布資料をWebからのダウンロード形式に
　　　　変更するなどして、印刷機使用量が減少したため

・2019（令和元）年度の環境目標
　⇒　2015（平成 27）年度比 1%減

４．環境教育
・1年次：大学入門科目Ⅰ（15クラス）［ エコアクション活動についての動画教材の視聴、共通テキスト ］
・2～ 3年次：4月初旬「履修指導」［ ゴミの分別・省エネ・節水活動の周知徹底 ］

５．2019（令和元）年度の取組予定
・電気使用量：節電パトロール、室内温度を基準としたエアコンの温度設定
・水使用量：事務室・研究室の節水
・コピー用紙使用量：両面印刷、ゴミの分別、紙ごみ回収

６．代表者による全体の評価と見直し
　2018（平成 30）年度は電気・水・コピー用紙使用量の環境目標をすべて達成している。外部環境要因による影響も
大きかったが、コピー用紙使用量の減少については、従来は紙媒体で配布していた講義資料をWebからのダウンロー
ド形式に変更する取組が反映された結果であると考えられる。これは日常的にエコアクションを教職員・学生が意識し
ている成果であり、今後も環境目標を達成できるよう引き続き活動を行う。
　また、2019（令和元）年度は経済学部 2号館・3号館の改修工事が予定されており、環境目標に関する使用量に変
動が生じることが想定される。特に、電気・水使用量については部屋の移動に伴う減少が見込まれるため、新たに環境
目標を設定した。学部エコアクション委員会で議論した結果、中期計画を踏まえ 2015（平成 27）年度を基準年として、
2019（令和元）年度において電気・水使用量は 10%の減少、コピー用紙使用量は 1%の減少を環境目標に掲げた。
　しかし、改修工事に伴う使用量減少は一過性のものであり、これまで取り組んできた活動を今後も継続して努めていく。

学部長　中村　博和

図２　月別水使用量

図３　月別コピー用紙使用量
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医学部
１．環境方針（2012年６月28日改定）
　基本理念
　当学部（当病院）は、自然との共生のために教育、研究、診療を通して地域および社会に貢献します。
　行動指針
１）医学・看護学教育に加えて、環境保全・改善のための教育を行い、環境に配慮できる医療人を育成する。
２）教育、研究、診療において、環境に関連する法律、条例、協定及び学内規程等を遵守する。
３）廃棄物発生およびエネルギーおよび水使用量の削減、グリーン購入の推進、資源リサイクル、化学物質の適正な管
理に努める。

４）医療廃棄物の発生抑制、無害化の研究を推進する。
５）環境マネジメントシステムを確立し、その内容を教職員、学生、地域に周知し、これを継続的に運用して改善を図る。

２．医学部の概要
　医学部医学科（定員 106名 , ６年過程）、看護学科（定員 60名 , ４年過程）、
　大学院医学系研究科（博士課程 25名、修士課程（医科学専攻 15名 , 看護学専攻 16名））及び附属病院。
　敷地面積 235,424 ㎡、建物面積 120,070 ㎡（2018/5）。
　職員数 : 教員 296名、事務職技術職医療職等 1,196 名、計 1,492 名（2018/5）。
　学生数 : 医学科 666名、看護学科 240名、大学院 185名、計 1091名（2018/5）。
　附属病院入院患者数 1日平均 508名、外来患者数 1日平均 967 名（2018）。
　省エネ法により第 1種エネルギー管理指定工場に登録されており、年平均 1％以上のエネルギー削減に努めなければ
ならない。
　
３．環境目標とその実績
１）環境目標
１．エネルギー使用量の削減（2015年度実績をベースに 3年間で 3%削減する）
２．廃棄物排出量の削減（2015年度実績を維持する）
３．上水使用量の削減（2015年度実績をベースに 3年間に 3%削減する）
４．化学物質管理の強化（薬品管理システム運用を強化する）

２）エネルギー使用量の削減（図１）
　2015（平成 27）年度比 15％増、床面積当たり 11％増で
あるが、前年（2017）年度比では 2％減、床面積当たり 5％
減。2016（平成 28）年以降増加傾向にあったが、昨年比で
は減少できた。
　2018（平成 30）年度の減少要因：講義棟では学生課によ
る冷房の集中管理の効果。病棟では、夏季の電力量が増加し
たが、冬季は暖冬の影響もあり、ガス、重油が減少できた。
病棟、学部の大規模改修はほぼ終わりエネルギー使用状況は
安定しつつある。病院は設備更新や床面積の大きな増加はあ
るが、単位面積当たりの使用量は減少傾向にある。

３）廃棄物排出量、紙使用量の削減（図２）
①廃棄物：2015（平成 27）年度比 13%減、医療系 5％増、
一般 40％減。一般の減少は、改修のための引越しがほぼ
終了したため。再資源化では、1年間に鉄くず等 1.0t、雑
誌 36.8t、段ボール 35.7t、新聞紙 1.8t、雑古紙　19.9t
のリサイクルが行われた。

②コピー紙購入量：前年（2017）年度比 4％減だが、病院
の使用は増加。

４）水使用量の削減（図３）
　2015（平成 27）年度比 11％減。プールが水漏れのため
使用されなかったことも原因。

図１　燃料別エネルギー使用量（MJ）

図２　廃棄物（t）
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５）化学物質の管理
①年 2回開催の研究室衛生管理担当者説明会のほか、化学物
質リスクアセスメント研修会を実施。年間の実験系薬品で
使用量が多かったのは、キシレン、ホルマリン、エタノール、
メタノールであり、キシレン使用が 1t をわずかに超え、
PRTR法による報告を行った。

②研究室や病棟での作業環境測定では、ホルムアルデヒドが、
病理部、解剖処置室で第 2、3管理区分となり改善の余地
がある。

６）経費
　前年（2017）年度比約 500万円増加、ガス調整費の影響
である。

４．環境教育・研究
①省エネメール、毎月、医学部全職員学生に対しエネルギー
使用量の実績データを配信中。年 2回の衛生管理担当者説
明会で経過報告。

②入学式後の医学部新入生オリエンテーションで医学部 EA
学生委員により省エネの取組の概要を動画教材視聴ととも
に説明。

③新任医師職員採用時研修、新採用看護職員研修で、附属病
院のエネルギー管理について施設課からの講習。

④廃棄物分別講習会を各病棟及び研究室事務職員向けに 5月
9日実施。学生には、4月のオリエンテーションで説明。
特にプラスチック類の分別の徹底をお願いした。

５．2019年度の取組予定
　2019 年度のエネルギー削減は、前年（2018）年度比 1％減を目指す。病棟改修は、外来診療棟改修が始まり今後 5
年の予定。1月に新サーバー室が稼働し、電力量増加が見込まれるが、看護学科棟空調改修により冬季の需要電力低下
も見込まれる。今後、エネルギー使用量の定常的な数値が確定されてくると思われる。改修による断熱性能向上や省エ
ネ機器更新で、床面積が増加してもエネルギー量の増加は抑えられるはずである。引き続き経費削減のため無駄なエネ
ルギー使用の削減を呼びかける。廃棄物分別は、特にプラスチック類の分別の強化は継続する。改修工事により冷暖房
の集中管理できる建物が増えており、これを利用した省エネパトロールでの確認やデマンド放送後の集中温度調整を行っ
ていく。

６．代表者の評価と見直し
　医学部のエネルギー使用量は 2016（平成 28）年度には８％増加していたが、2018（平成 30）年度は前年（2017）
年度比で減少できました。冷暖房の集中管理や設備更新による安定使用の効果が出てきた事によると思います。廃棄物
排出量、紙使用量は 13%減少し , 水使用量も 2015 年度比 11％減少となっている。このまま節減を継続出来るよう努
力をお願いします。

学部長　原　英夫

　附属病院の 2018（平成 30）年度の電気とガスの使用量は、わずかとはいえ減少している。これは病棟部分の再整備
が 2017（平成 29）年度に終了し、床面積の増加がなくなったことと、職員の節約の努力が実ったものと考えている。
病院収入がさらに増加していることを鑑みると、特筆すべき成果である。廃棄物量と水の使用量もわずかではあるが減
少しており、職員の努力に感謝したい。今後ともさらなる工夫を継続するつもりである。

病院長　山下　秀一

図３　水使用量（千㎥）

経費（円）
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工学系研究科・理工学部
1.　環境方針 
◆基本理念
　当研究科・学部は、循環型社会の構築のために教育と研究を通して地域及び社会に貢献します。

◆行動指針
　当研究科・学部は、大学全体の循環（基本）方針を受けて、循環型社会構築のために教育と研究を通して地域及び社
会に貢献します。
１）地球環境の保全・改善のための教育を行い、環境に配慮できる人材を育成する。
２）地球環境保全のため、グリーン購入の推進、エネルギー、水使用量及び廃棄物発生の削減、資源リサイクルなどに
努める。

３）地域との連携をもとに自然環境保全に努める。
４）実験・実習における安全の確保及び環境保全に努める。
５）化学物質の管理の学内での先導的活動を行う。
６）教育・研究などあらゆる活動において、環境に関連する法律、条例、協定及び学内規定などを遵守する。
７）環境マネジメントシステムの全容を全ての学生及び教職員に周知し、これを継続的に運用して改善を図る。
８）あらゆる人に環境活動レポートを公開し、地域環境の保全・改善に対する取組の協力と理解を求める。

２．工学系研究科及び理工学部の概要
教職員数（非常勤職員を含む）　179人　学部学生数　2,190 人　大学院生数　459人　
敷地面積　61,300 ㎡　建物延べ面積　42,250　㎡（2018年５月）
学科数　７　（数理科学・物理科学・知能情報システム学・機能物質化学・機械システム工学・電気電子工学・都市工学）
専攻数　８　（数理科学・物理科学・知能情報システム学・循環物質化学・機械システム工学・電気電子工学・都市工学・

先端融合工学）

３．環境目標とその実績
◆環境目標
１） エネルギー使用量の削減（2015年度実績をベースに 3％削減）
２） 廃棄物排出量の削減（2015年度実績を維持）
３） 総排水量の削減（2015年度実績をベースに 3％削減）
４）環境教育の充実
５） 化学物質の管理の強化

◆2018年度環境改善に関する報告
　環境方針に従い、2018 年度も節電パトロールの実施やエアコンフィルターの清掃、毎月の光熱水料の周知による対
策など、省エネ活動に取り組んできた。基準年度である 2015年度と 2018年度のエネルギー及びPPC使用量、廃棄物、
総排水量を下表及び図にまとめた。図にも示したように、エネルギー使用量については 2015年度より減少し、空調設
備の更新の効果があったためと考えられる。また、総排水量も減少したが、退職教員による部屋の整理などで粗大ごみ
が増えたため廃棄物量は増加した。

2015年度使用量等 2018年度使用量等 2018／ 2015年度（％）
エネルギー使用量（MJ） 34,478,650 29,204,154 85
廃棄物（kg） 59,877 109,696 183
総排水（㎥） 14,062 11,883 84
PPC（kg） 8,906 7,117 80
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◆化学物質の管理
　化学物質管理システムCRIS（Chemical Registration Information System）は全学 32の研究室で使用されており、
高圧ガスや廃液の管理も行っている。

４.　環境教育
・１年次：大学入門科目 I による環境・安全教育
・２年次～：講義、実習、研究室等で環境教育、火災の危険性が高い実験系の専攻・学科を中心に消火訓練、火災を想
定した避難訓練、AED講習会

５.　2019年度の取組予定
　省エネ・省資源の呼びかけや節電パトロール、安全パトロール、AED講習会、薬品管理

６.　代表者による評価と見直し
　工学系研究科・理工学部では、循環型社会の構築のために教育と研究を通して地域及び社会に貢献するという基本理
念の下、大学の環境方針・行動指針に加え、研究科・学部の特性・特色に応じた環境活動を行っている。これまで取り
組んできた実験・実習における安全確保・環境保全や薬品の管理システムの活用については、学内での先導的役割を担っ
ている。
　環境目標の各項目に関しては、廃棄物排出量に関しては増加したが、エネルギー使用量や排水量については 2015 年
度に比べて削減することができ目標を達成した。今後も、引き続き省エネなどの環境活動を継続していく必要がある。
　一方、学生に対しては大学入門科目やオリエンテーションなどを通じて環境・安全教育を実施し、教員に対しては省
エネ活動や化学薬品のリスクアセスメントなどを実施して関係者の意識向上を図っている。また、火災の危険性が高い
実験系の専攻・学科を中心に消火訓練及び避難訓練を実施している。さらに、理工学部の建物全てにAEDを設置して
おり、AED講習会を実施している。これらの活動を通じて学生及び教職員の環境保全・危機管理に対する意識向上を図
ることが、日々の安全・安心な諸活動に重要だと考えている。

理工学部長　渡　孝則



エ
コ
ア
ク
シ
ョ
ン
の
取
組

29 SAGA UNIVERSITY

農学部
１．環境方針
◆基本理念
　本学部は、循環型社会の構築のために教育と研究を通して地域及び社会に貢献する。

◆行動指針
１）循環型社会へ向けた食料生産・加工・消費システムの教育研究に取り組む。
２）地域との連携のもとに自然環境及び農業生態系保全に努める。
３）循環型社会の構築のため、エネルギー、水使用量及び廃棄物発生の抑制、化学物質管理などに努める。

２．農学部の概要（2018年 5月 1日現在）
　農学部は、応用生物科学科、生物環境科学科、生命機能科学科の 3学科からなり、教職員数 93名、学部学生数 645
名、大学院生（修士）89名を擁する。建物延べ面積は 19,029 ㎡である。

３．環境目標とその実績
　2018 年度については次のような環境目標を設定した。二酸化炭素（CO2）排出量は 2015 年度比 3％減、廃棄物排
出量は 2015 年度の水準維持、排水量は 2015 年度比 3％減とした。コピー用紙の使用量は 2015 年度と同等とした。
また、夏季・冬季の節電パトロールを継続するとともに、講義時間外での講義室の消灯と空調停止を行うべく見回りを
行うこととした。さらに、化学物質管理の一環として環境リスクアセスメントを実施するとともに、毒劇物の農薬につ
いてはCRIS 入力による管理、農学部安全委員会委員による保管状況の巡視を継続して実施することとした。

１）環境目標（2018年度）
項　　　目（単位） 環境目標 数値

二酸化炭素排出量（t-CO2） 2015 年度ベースの 3%減 1,283
廃棄物排出量（一般）（t）
同上（産廃）（t） 2015年度ベースの現状維持 19.66

11.17
排水量（㎥） 2015年度ベースの 3%減 8,618

２）環境負荷実績（2013～ 2018年度）
項目（単位） 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

二酸化炭素排出量（t-CO2） 1,698 1,483 1,323 1,373 1,151 975
エネルギー使用量（GJ） 29,714 29,056 27,527 27,751 25,768 22,197

電気（kWh） 2,427,783 2,416,967 2,322,792 2,351,307 2,234,849 2,114,631
ガス（㎥） 101,561 92,634 84,033 88,690 64,949 19,121

廃棄物排出量（一般）（t）
同上（産廃）（t）

16.82
9.48 

19.78
9.47 

19.66
11.17 

16.09
11.40

17.15
35.51

41.71
33.54

総排水量（㎥） 10,368 10,253 8,885 8,643 7,289 7,583
コピー用紙使用量 （枚） 440,875 494,500 410,000 395,500 342,125 435,000

３）活動実績
３－１）エネルギー使用量
　エネルギー排出量（GJ）は 2015年度比約 19%減となった。内訳は、電気約 9%減、ガス約 77%減であり、特に、
2017年度から農学部 4号館のガス空調を電気空調に変更しており、2018 年度には農学部 1号館における転換工事も
完了したため、ガス消費量が極端に減少したと考えられる。したがって、エネルギー排出量が 2015年度よりも顕著に
減少し、目標を達成できた。
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３－２）廃棄物排出量
　2015年度比において、一般廃棄物が約 112%増加、産業廃棄物が約 200％増加しており、目標を達成できなかった。
これは教員の異動に伴う不用品の排出や整理整頓や積極的に不要な大型機械の排出を進めたこと、ゴミ排出時にプラス
チックを産業廃棄物に分類する意識が浸透してきたことが要因であると考えられる。

３－３）総排水量及びコピー用紙使用量
　総排水量は 2015 年度比約 15%減となり、目標を達成できた。しかし、コピー用紙の使用量は 2015 年度比約 6%
増加した。コピー用紙使用量に関しては、農学部の改組の準備等で使用量が増加したと考えられる。

３－４）化学物質管理
　農学部及びアグリセンターのCRIS クライアント数は合計 37であり、CRIS システムを用いた化学物質管理（3ケ月
毎の入力と年度末の化学薬品の在庫確認）が実施されている。さらに、毒劇物に属する農薬をCRIS システムに登録す
るよう指導している。

３－５）その他目標
　EAへの取組体制の確立、及び学生に対する環境教育の促進を目的として、2018年度は前年度に引き続き以下の目標
にも取り組んだ。１）PDCAサイクルにより、継続的な改善・効率化を図る、２）EA学生委員会の活動を支援する、３）
省エネ型への機器更新等の予算措置・獲得する、４）佐賀大学生協との連携を図り、ゴミの分別や資源化に取り組む。

４．教育・研究から環境への取組
４－１）環境に関する教育
　農学部と農学研究科では、多くの講義・演習・実験を通じて環境について学んでいる。また、教養教育科目も提供し
ている。環境に関わる講義は 23科目あり、それらの履修者数及び参加者の合計は 591名であった。

４－２）環境に関する講演会・シンポジウム等
　染谷孝教授による環境に関するシンポジウム等（10件、参加者数 664名）及び郡山益実准教授による干潟環境に関
する出前講義（3件、参加者数 86名）が実施された。

５. 2019年度の取組
　2019年度については、2018年度を基準として次のような環境目標を設定した。エネルギー使用量は2018年度比1％
減、廃棄物排出量 2018 年度実績を維持、上水使用量 2018 年度比 1％減とした。節電パトロールは例年どおり夏季・
冬季に実施するが、講義室の講義時間外での見回りも年間通して適時実施する。また、環境リスクアセスメントやCRIS
による毒劇物の農薬管理を行うとともに、農学部安全委員会委員による農薬保管状況の巡視を継続して実施する。

６. 代表者による評価と見直し
　2018年度は、目標に設定していた 2015年度と比較して、電気及びガス使用量、総排水量（水使用量）を削減できた。
特に、ガス空調を電気式空調に転換したために、ガス使用量が 77%減と大幅な削減ができた。今後は、継続した省エ
ネの呼びかけ活動や化学物質管理に引き続き取り組んでいきたい。

農学部長　小林　元太
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附属小学校
１．環境方針
　佐賀大学教育学部附属小学校は、教育と研究を通して地球環境の保全に貢献します。
◆行動指針
 ◇附属小学校における教育活動
（１）地球環境の保全に資する教育を行い、環境に配慮できる児童を育成します。
（２）学習活動・大学との共同研究など様々な活動において、環境に関連する法律、条例、協定及び規程等を遵守します。
（３）地球環境の保全のため、グリーン購入の推進、エネルギー使用量及び廃棄物発生の削減、資源リサイクルなどに

努めます。
（４）地球環境の保全のため、地域、保護者との連携を強めます。
（５）環境マネジメントシステムの内容を全ての教職員に周知し、これを継続的に運用して改善を図ります。
（６）児童と大学や附属学校園の環境活動を共有し、地球環境の保全・改善に対する取組への協力と理解を求めます。
（７）総合的な学習、特別活動に環境教育を関連させた活動を仕組み、実践力の向上に努めます。

２．附属小学校の概要
　明治 18（1885）年４月勧興尋常高等小学校を佐賀県師範学校附属小学校に代用後、134周年を迎えた。
　教員養成学部の附属小学校として、教育実習の受入や教育研究実践発表など、佐賀県初等教育のリーダー的存在とし
て歴史を刻んでいる。
　環境においても、県庁、県立博物館や美術館、県立図書館、佐賀城歴史本丸資料館など文教地区に位置しており、学
校周辺はお堀と四季を彩る美しい自然に囲まれている。
　教職員数：43名　　児童数：児童 619名（各学年３学級　計 18学級）
　１年：105名　２年：105名　３年：105名　４年：104名　５年：100名　６年：100名　
　先進的な教育活動はもちろんのこと、環境教育においても、児童会の組織にエコ・クリーン委員会を設置したり、ク
ラスの係活動として、電灯のスイッチ係やエコ係などを作ったりして、子どもたちの主体的な環境教育を推進している。
また、保護者も「校内明るくします隊」（掲示物の作成）、お掃除お助け隊（子どもと一緒に掃除をする）、挨拶応援し
ます隊（朝の挨拶運動）、下校時の巡回交通指導など、環境教育や安全教育に取り組んでいる。

３．附属小学校における環境教育
　◇児童の自主的な活動
　①　エコ・クリーン委員会
・常時活動内容…電気やエアコンの見回り、靴箱や傘棚のチェック、玄関の掃除、掃除の放送
・行事活動内容…エコ月間（節電・節水）（７月）
　　　　　　　  しゃちっ子クリーン大作戦（９月）
　　　　　　　  ピカピカ大作戦（９月～ 10月）

　②　飼育・栽培委員会
・常時活動内容…飼育小屋の掃除、ウサギのえさやり、花の植栽・水やり
・行事活動内容…自然愛護的企画（水やり体験、花植体験、えさやり体験）（７月・10月）
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４．代表者による評価
　年度当初から職員、児童へ啓発し、環境教育に関する組織体制や取組の確認ができたことはよい。
　評価できる点としては、
①　教員の研修：大学のみならず、地域住民から環境教育の機会を積極的に得て児童への教育に活かしている。
②　附属学校の使命として、質の高い教員養成があるが、教育の根幹である「人間性を育む」ことにおいては、掃
除の時間に、教育実習生と児童が一緒に掃除に汗を流している。年長者が自ら率先して清掃活動を行い、その姿
を通して児童に指導を行うことは、心温まる伝統的な本校の姿である。
③　全校児童の組織（児童会）にエコ・クリーン委員会、各学級にエコ関係の係活動など役割分担するとともに、
日常の清掃活動や全校児童のクリーン大作戦等の具体的な活動を通して、環境保全への基礎を培っている。また、
環境をテーマにした作品応募も数多く表彰されている。
④　保護者には、毎日の下校時に交通安全巡回指導を行っているが、校内、校区内の環境教育について、読み聞か
せ活動、清掃活動、PTA研修会など多様な活動で研鑽を行っている。

５．参考データ
環境負荷実績（2015～ 2018年度実績）

年度
電気使用量 ガス使用量 灯油使用量 エネルギー消費量 ・

CO2 排出量合計 上下水道
使用量
㎥

廃棄物
排出量
t

PPC用紙
使用量
tkWh t-CO2 ㎥ t-CO2 L t-CO2 MJ t-CO2

2015 126,432 73.84 6,193 13.72 0 0.0 1,521,512 87.56 5,871 12.0 1.27

2016 129,810 66.07 9,825 21.77 80 0.20 1,722,076 88.04 5,932 13.0 1.56

2017 133,422 61.64 8,259 18.30 80 0.20 1,686,955 80.14 5,780 15.4 1.58

2018 127,068 55.66 7,668 16.99 80 0.20 1,597,841 72.85 5,645 12.0 1.27
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附属中学校
１．環境方針
◆基本理念
　佐賀大学教育学部附属中学校は、教育と研究を通して地球環境の保全に貢献します。

◆行動指針
　◇　附属中学校における教育活動
（１）地球環境の保全に資する教育を行い、環境に配慮できる生徒を育成します。
（２）学習活動・大学との共同研究など様々な活動において、環境に関連する法律、条例、協定及び規程等を遵守します。
（３）地球環境の保全のため、グリーン購入の推進、エネルギー使用量及び廃棄物発生の削減、資源リサイクルなどに

努めます。
（４）地球環境の保全のため、地域、保護者との連携を強めます。
（５）環境マネジメントシステムの内容を全ての教職員に周知し、これを継続的に運用して改善を図ります。
（６）生徒と大学や附属学校園の環境活動を共有し、地球環境の保全・改善に対する取り組みへの協力と理解を求めます。
（７）総合的な学習、特別活動に環境教育を関連させた活動を仕組み、実践力の向上に努めます。
（８）地域や保護者との連携を図り、環境教育の推進に努めます。

２．附属中学校の概要
　昭和 22（1947）年４月、学校教育法制定により「６・３制」実施の先駆けとして誕生し、72年目を迎えている。
教育実習、教育研究実践発表など附属学校として、佐賀県中等教育のリーダー的存在として歴史を刻んでいる。
　環境においても、県庁、県立博物館や美術館、県立図書館、佐賀城本丸歴史館など文教地区に位置しており、学校
周辺はお堀と四季を彩る美しい自然に囲まれている。
　教職員数：29名　　　生徒数：459名（各学年４学級　計 12学級）（2018年５月１日現在）
　１年：143名　２年：159名　３年：157名
　先進的な教育活動はもちろんのこと、環境教育においても、生徒会の各部が主体となって様々な環境保全活動に取
り組んでいる。

３．環境教育及び環境活動について
（１）本校は、附属中学校環境方針（基本理念と行動指針）のもとに環境教育活動を行っている。
（２）生徒による主体的な環境活動

生徒会名 環境保全に関連する年間活動計画
環境美化部 「河川清掃」（５月と９月）「佐賀城公園清掃活動」
緑　花　部 「緑のカーテン」

（３）教職員と生徒のボランティアによる河川清掃（社会貢献）
　佐賀城公園内にある附属中学校には歴史ある小川が流れ、城内公園のお堀に流れ込んでいる。春と秋の年２回、
教職員とボランティアの生徒によって川の清掃活動が行われている。

（４）各学年の環境学習及び環境活動
学年 領　域 環 境 学 習 内 容

１年 社会科
家庭科

【アフリカ州】（討論）「地球温暖化対策について考えよう」
「着なくなった衣服の活用」

２年

社会科
英語科
保健体育科
家庭科
技術科

【東北地方】「脱原発を進めるべきか？」（討論）
「Cooking　with the sun」（環境問題に関する読み物資料）
「健康と環境」（水と生活、ごみの処理、環境の汚染と保全など）
「持続可能な社会の構築（消費生活）」
「日本は今後の電力供給をどうすすめていくべきか」

３年 社会科
理科

【地方自治】「脱原発を進めるべきか？」（討論）
「地球の明るい未来のために」（自然・環境と人間の関わり、大切なエネルギーなど）
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（５）教職員、教育実習生の環境活動
　教職員は、資源物のリサイクルや節紙、節電、節水、整理整頓を心がけて業務に携わっている。質の高い教員養
成学部の附属中学校として、教職員自ら生徒たちの手本となるよう環境教育活動を推進している。

４．代表者による評価と見直し　　　
　本校では、生徒会活動を中心に以下の３点に取り組んでいる。
①年２回行われる河川清掃は、長年続けられている活動で、職員と生徒、教育実習生とともに行われ、地域貢献活動
の一環として取り組んでいることは評価される。
②各委員会での佐賀城公園や桜マラソンのコース周辺の清掃活動など評価できる。
③環境問題等の啓発として、生徒の作文やポスターの制作・応募があり、本校の生徒の作品が数多く入賞しているの
は評価できる。卒業研究にも環境問題に取り組む生徒も多く見られることは評価できる。

　今後の課題としては、環境教育の内容のさらなる充実と職員と生徒、保護者の環境に対する意識改革・行動化が課
題である。

５．参考データ
環境負荷実績（2015-2018 年度実績）

電気使用量 ガス使用量 灯油使用量 エネルギー消費量・
CO2排出量合計 上下水道

使用量
㎥

廃棄物
排出量
t

PPC用紙
使用量
tkWh t-CO2 ㎥ t-CO2 L t-CO2 MJ t- CO2

2015 106,134 61.98 7,434 16.47 77 0.19 1,380,653 78.65 2,705 12.16 3.29
2016 107,310 54.62 11,192 24.80 80 0.20 1,562,553 79.62 2,696 9.68 5.06
2017 104,514 48.29 10,477 23.22 40 0.10 1,501,353 71.60 2,947 9.14 5.29
2018 100,938 44.21 10,740 23.80 80 0.20 1,479,531 68.21 2,807 17.08 4.93

〈桜マラソンコース周辺清掃活動〉 〈河川清掃活動〉 〈緑のカーテン〉
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附属特別支援学校
１．環境方針
◆基本理念
　附属特別支援学校は、日々の積み重ねによる具体的な教育実践を通して、「自然を大切にし、環境の保全に寄与する
態度を」（教育基本法第２条第４項）を養い、学校環境の保全に貢献することを目指している。
◆行動指針
附属特別支援学校における教育活動
１）小学部の遊び場・中庭等は、緑化することで心地よい生活空間を作り、四季折々の自然に触れるようにする。
　　また、砂場を設置し、土に触れ、身体を使って思い切り遊べるような環境を整備する。
２）学校全体として、家庭ゴミとして出されるアルミ缶が再利用できることを作業学習で学ぶ。そしてリサイクル業者
に納入し、「収入を得ること」をとおして仕事の喜びをも体得する。 

３）校内に植樹されているモミジバフー、コナラ、クヌギ、桜等の木々を大切にし、その落ち葉を作業学習で活用して
いる畑に堆肥として再利用する。また、収穫した野菜等は販売して収益を得る学習をすることで、さらに収益の活
用法を学び、将来の余暇活動につなげるようにする。

４）高等部の作業学習（木工作業、農耕作業、縫工作業）の授業では、それぞれの授業の特色を出し、生産・販売・消
費の学習過程において、無駄なく環境資源を活用するようにし、職員は企画の段階から資源の有効活用を意識する。

５）職員や児童・生徒は、使用していない教室等の電灯、エアコン、バーソナルコンピューターの電源はこまめに切り、
不必要な電気消費をしないように心がける。校舎南側窓に藤豆、カボチャなどでグリーンカーテンを作リエアコン
の節電、節ガスを心がける。（今年度は、事務部と小学部が協力して育てている。）

６）日頃から水道水の使用後は、出しっぱなしにしないよう、児童・生徒に水道栓を閉める注意を促す。また職員は、
　花壇や作業学習園（畑）等に散水するときには天気予報に留意し、節水に心がけると共に漏水にも留意をする。

７）紙媒体の印刷に関しては、両面印刷や不要紙の裏面の再利用を行い、紙資源の有効活用を心がける。また、電子媒
体を積極的に利用する。更に、カラー印刷は必要最小限にとどめるよう心がける。

２．教育学部附属特別支援学校の概要（2019年５月１日現在）
　教職員数：40名、児童・生徒数：57名（小学部児童：17名、中学部生徒：17名、高等部生徒：23名）
　知的障害特別支援学校として、児童・生徒の現在並びに将来の身辺生活・社会生活及び職業生活における適応能力を
育成している。

３．環境目標とその実績
１）環境目標
　本校は、特別支援学校環境方針（基本理念と行勤指針）と本校独自の環境目標のもと、特徴的・具体的に下記環境教
育活動を推進する。
◆環境目標
（１）二酸化炭素排出量の削減（2018年度実績をベースに 1%以上削減する）
（２）総排水量の削減（2018年度実績をベースに 1%以上削減する）
（３）廃棄物排出量の削減（2018年度実績をベースに 1%以上削減する）
（４）学校環境の保全に資する教育の推進と環境に配慮できる児童生徒の育成
◆活動計画
（１）二酸化炭素排出量の削減

○教室内の照明機器や電子黒板、エアコン、職員室のパソコン等は、不在時には必ず電源を切ることを心がける。
（エアコン使用については、2016年度に設定した使用条件を遵守する。）

（２）総排水量の削減
○授業（特に水泳授業）での水道水利用以外では、日頃から水道水を出しっぱなしにしない（水を大切に使う）
指導の他、夏季休業中のプール使用を控えるなど、削減できる工夫をする。

（３）廃棄物排出量の削減
○一層の資源物の再利用に努めると共に、廃棄物の分別を促進する。

（４）学校環境の保全に資する教育の推進と環境に配慮できる児童生徒の育成
○授業ではもちろんのこと、授業以外の様々な場面で、児童生徒に学校環境の保全に資する教育を行う。

２）活動実績
◆環境負荷実績（2016～ 2018年度実績）

年度 電気使用量 ガス使用量 灯油使用量 エネルギー消費量 ・
CO2排出量合計

上水道
使用量
㎥

廃棄物
排出量
t

コピー用紙
購入量
tkWh t･CO2 ㎥ t･CO2 L t･CO2 MJ t･CO2

2016 87,882 44.73 2,475 5.48 138 0.34 980,567 50.57 2,235 8.27 1.32
2017 97,440 45.02 3,233 7.16 0 0.00 1,103,644 52.42 2,017 23.85 1.10
2018 88,572 38.79 3,369 7.47 80 0.20 1,025,541 46,64 2,160 17.71 1.10

◆小学部環境活動
①ひまわりの種を植え、育て、育った苗を毎年近隣の小学校・幼稚園及び公民館等の公共施設に配布している。
②ゴミの分別、ペットボトルつぶし、缶つぶしを行う。（つぶした缶は環境資源センタ－にもって行く。）
③パンジー苗をプランタ－に植え、校内に飾る。
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④農作物を育てる。（サツマイモ・タマネギ・大根・ジャガイモ）

◆中学部環境活動
①缶つぶし（空き缶をつぶす作業を行い、リサイクルセンターに搬入する。）
②農作業（草や落ち葉、生ゴミを使っての堆肥づくり等リサイクル型農作業での農作物作り。）
　・田植え、稲刈り
　・トマト、ナス、キュウリ、ハ－ブ、豆類、大根、ジャガイモ、玉ねぎ、トウモロコシなどの栽培
③縫工作業（コ－ヒ－抽出後の殻や竹炭、ハーブを使って脱臭効果のあるシュ－ズキ－パ－を作る。）
④校外作業（中学部教育活動の一環として市立体育館の清掃、除草、溝掃除などを作業として行う。）
⑤グリーンカーテン（断熱・省エネ・大気浄化等の効果をねらい 3学部で作業を分担して行う。）

◆高等部環境活動
①紙袋解体作業（紙を再利用するため、紙とビニールに分ける）
②ビニール袋作成（道具を使って、ビニールを袋に加工し再利用する）
③農作業（校内の畑にたい肥を入れ、土を作り、農作物を作る）
　・ミニトマト、ナス、キュウリ、シシトウ、玉ねぎ、ジャガイモ、豆類、大根、ピーマン、とうがらしなどの栽培
④和紙づくり（牛乳パックを再利用する）
⑤さきおりコースターづくり（端切れを再利用する）

◆グリーンカーテン
　管理棟南側に設置（ゴーヤ・藤豆等）、10月に蔓や豆の収穫。蔓をつかってクリスマスリースや種の普及活動を行った。

４. 代表者による評価と見直し
　本校は知的障害をもつ児童生徒のための学校であることから、教育目標や教育方針に基づき、児童生徒一人一人の心
身の特性に応じた個別の指導を行うと共に、「健康・安全」や「環境保全」に関する取組を行っている。
　例年、「プール利用の工夫」「農作業に必要な水の節約」「エアコンの作動時間の短縮」等について取り組んでいる。
昨年度よりグリーンカーテン等の取組を環境整備の域を超え、環境教育として児童生徒職員が団結して取り組めるよう
計画的に行っている。この取組が認められて、低炭素杯実行委員会主催「低炭素杯 2019」で文部科学大臣表彰を受けた。
将来的には佐賀大学の環境への取組の一環として特別支援学校の環境教育がさらに成長することを期待しつつ、今年度
も引き続き継続して下記のように取り組むこととした。
　○「節水」
・水道水を出しっぱなしにしない（水を大切に使う）指導の他、夏季休業中のプール使用の中止（安全確保問題等
の理由にもよる）等で節水を心がける。

　○「エアコンの作動時間の短縮」
・夏の暑さで児童生徒がバニックをひきおこさないように各教室にエアコンが設置されていることから、策定した
「エアコン利用条件」を遵守し節電に努めたい。

　○「コピー機利用の印刷」
・パソコンに印刷条件を「白黒印刷」に設定し、白黒印刷を推奨し、カラー印刷は必要最小限にとどめる。
　本校の校舎は、築年数が 40年を超え老朽化がめだち、安全面を危惧する箇所も見られることから、児童生徒
が安全で安心な学校生活が送れるように 2019年９月より全面改修工事を予定している。
　本校の児童生徒にとっては、「環境保全」についての学びを理解し実践することは難しい面もあるが、教職員の
指導や支援により、あらゆる場面での学びの場をとおして、児童生徒と共に更なる学校環境保全に努めたい。

附属特別支援学校長　本告　靖之
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附属幼稚園
１．環境方針
◆基本理念
　佐賀大学教育学部附属幼稚園は、園児が将来、自然を大切にできる人に成長できる
ように、五感を通して自然に触れ、自然の心地よさ・不思議さ・たくましさ・はかな
さを感じることができる環境を整え、職員は環境を大切にし、その姿を見せる。

◆行動指針
・園における教育活動
１）くすのき・藤・いちょう・ざくろ・さくらんぼなどの園庭のたくさんの樹木や花壇の花を大切にし、木に登ったり、
葉・実・花で遊んだりできる環境を作る。

２）ある程度雑草も残し、虫が住めるようにし、園児が虫と遊べるようにする。
３）メダカ池を存続させ、メダカやタニシと遊んだり、張った氷で遊んだりできるようにし、職員が池を大切にしてい
る姿を見せる。

４）うさぎ・かめなどを飼ってかわいがり、園児がえさをやったり抱っこしたりできるようにする。
５）砂場をはじめ園庭で、砂・土・泥・水で思い切り遊び、心地よさを感じられるようにする。   
６）クリークで網やしかけで魚やえびを捕まえて遊べるようにする。職員はクリークや周りを清掃する。
７）死んでしまったり、死なせてしまったりした虫や魚や動物たちを見て触り、生命の死を知って心を痛める体験し、
どうしたら死なせなくてすむか一緒に考える。  

８）職員が電気をこまめに消したりしてエコに努め、園児が水道を出しっぱなしにしていたり、色紙や画用紙などを無
駄に使っていたりしたら、「もったいないよね」と声をかけ、「もったいない」という言葉になじみを持たせる。

９）保護者を巻き込んでのエコ活動を考える。

・環境管理活動
１）二酸化炭素排出量・廃棄物排出量・水使用量をできるかぎり削減する。

２．附属幼稚園の概要
　2019 年度、附属幼稚園は、年少（３歳児）組１クラス 14人・年中（４歳児）組１クラス 26人・年長（５歳児）
組１クラス 28人、計３クラス 68人の園児がおり、職員数は非常勤も含めて 12人である。 
　本園は、大人から指示されて動くのではなく、子どもが自ら遊びを見つけて遊ぶ、主体的な遊びを中心とした保育を
行っている。「水」「砂」「土」「泥」「火」「植物」「生き物」などとのかかわりを大切にしている。子どもたちは、日々
の遊びの中で、それらの「不思議」にたくさん出会っている。

３．その実績
◆環境目標
・二酸化炭素排出量（2016年度実績を維持）
・廃棄物排出量（2016年度実績を維持）
・総排水量 (水使用量）（2016年度実績を維持）
・環境教育の充実（自然に親しみ、いのちや地球を大切にできる人を育てる。また、保護者も巻き込んで、自然を大切
にする取組を行う）

（職員に対して）
　こまめに部屋の電気を切る。水の出しっぱなしを見つけたら止める。書類はできるものは両面印刷し、園内の文書は
裏紙を使う。段ボール・空き箱など、子ども達が遊んだものも分解して分別ごみに出してリサイクルを心がける。

　メラメラ燃える「火の不思議」。水がお湯になり、おいもが蒸し上がる。落ち葉が煙になり、
ほくほくの焼き芋ができる。

　農学部のアグリセンターで牛と出会う。
見つめ合う牛と子ども。「命の不思議」に
触れる。

　園庭で見つけたダンゴムシにお水をあ
げる子ども。「生き物の不思議」に触れる。
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（保護者に対して）
　色画用紙で「園庭の花便り」を作ったりする時、新しい画用紙ではなく「まだ使える紙入れ」の中の紙をなるべく使っ
たりして無駄をなくすよう呼びかける。
　子どもの持ち物に記名し、物を大切にする姿を子どもに見せるように呼びかける。
　ペットボトルのキャップを回収して大学の回収箱へ、アルミ缶を回収して附属特別支援学校へ持参するので、保護者
に協力を呼びかける。
（園児に対して）
　大人は、紙・水などの節約を推し進めるが、園児に対してはあまり制限を与えない。思い切り活動ができなくなるか
らだ。むしろ、水や砂や泥で思い切り遊んで、幼児期にその心地よさを身体で味わっておくことが、将来、水や土を大
切にできる人に成長できると考えられる。もちろん、水道の栓があけっぱなしになっていたり、あまりにも無駄遣いだ
と思われる時には、栓を止めたり、出る量を減らしたりして、「もったいないよね」と声をかけている。
　子ども達に、「まだ使える紙入れ」の紙や、空き箱や廃材を使っていろいろな物を作って遊ぶことを提案する。
　保護者と一緒に園庭でさつまいもとオクラを栽培した。さつまいもは、落ち葉を集めてきて焼き芋にして食べた。芋
ご飯も作った。きゅうりは、いろいろな切り方をして食感の違いを感じながら食べた。
　園庭のよもぎを摘んでよもぎだんごを作ったり、育てたグリーンピースで豆ごはんおむすびを作ったりして食べた。
　うさぎやメダカ・亀などを飼っている。メダカ池に職員が捕ってきたメダカやエビを放し、小さな網ですくったり、チョ
ウやトンボを虫取り網で捕まえたりもした。農学部のアグリセンターに芋掘りに行ったときには、牛や馬や山羊を身近
に見て、草を差し出すと食べてくれた。牛の大きな顔に驚く子どもたちの表情が印象的であった。
　最近の幼児は、マンションに住み、テレビやビデオなどのバーチャルな世界しか知らない場合が多い。視覚だけでなく、
におい・音・手触り、そして食べるということ・五感を通して自然に触れることを、本園では、幼いこの時期にこそしっ
かりと身体全体で感じて欲しいと考えている。保護者にも伝えると、テレビを見る時間が減り、山や海に子どもを連れ
て行く保護者が増えた。子ども達はきっと、将来、自然を大切にする大人へと成長してくれるだろう。
（研究）
　昨年度までの研究テーマ『自然』に支えられた保育」にちなんで、引き続き園庭には雑草園を設けている。様々な草
花があるので、園児が自ら遊びを見つけ出すことができる。また、チョウやバッタなどたくさんの虫が集まってくる環
境にもなっている。　

４．代表者による評価と見直し
  自然に親しむ教育・食に関する取組はできている。しかし、紙の無駄遣いや水の出しっぱなしは、やはりどうしても
見られる。いくらでも買ってもらえばいいと思っているのか、自分の持ち物を大切にすることができていない園児が多
い実態がある。子どもの持ち物に記名するよう再三呼び掛けているが守られなかったり、落とし物を取りに来なかった
りするなど保護者の意識を高めていく必要がある。
　職員の裏紙利用は定着した。職員の意識をより高め、保護者にも協力を呼びかけて、電気・ガス・水道・廃棄物・
PPC量の削減に日々の教育活動で最大限努力している。園児が自然に親しむことを大切にする方針や、園児の健康・安
全面を考慮した環境づくりの点で、これ以上の数値の削減は困難な状況であるが、小さなところから意識をもって取り
組んでいきたい。

附属幼稚園長　小川　弘孝

５．参考データ
環境負荷実績

電気使用量 ガス使用量 灯油使用量 エネルギー消費量・
CO2排出量合計

上下水道
使用量
㎥

廃棄物
排出量
kg

PPC用紙
購入量
kgkWh t･CO2 ㎥ t･CO2 ℓ t･CO2 MJ t･CO2

2015年度 12,488 7.3 64 0.14 0 0 125,637 7.4 872 3,386 284
2016年度 12,695 6.5 74 0.16 0 0 128,129 6.6 650 2,660 406
2017年度 13,822 6.4 96 0.21 0 0 140,200 6.6 719 3,364 179
2018年度 15,581 6.8 154 0.34 0 0 160,107 7.1 924 3,276 211

　砂場に水を流すと、まるで本物の川みたいに
山をけずってどんどん流れていく。「土や水の
不思議」

　ムクロジの実の皮を水に入れて泡立て器で混
ぜると泡立つ。洋種ヤマゴボウはきれいな紫色
が出る。「植物の不思議」に触れる。

　メダカ池が凍った。その上に雪が積もったか
ら、絵が描けるね。「氷や雪不思議」を感じて
いる。
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EA学生委員会（EArth）
理工学部３年　手柴　智佳

○EA学生委員会とは
　エコアクション学生委員会とは、佐賀大学の環境活動である「エコアクション」の取組に学生の立場から取り組む団
体です。エコアクション学生委員会は、佐賀大学で開講されている「佐賀環境フォーラム」のワークショップ「佐賀大
学版 EMS★」から派生し、2006 年度準備委員会が発足し、2008 年度学生委員会に移行しました。発足されてから、
エコキャンパスカードの作成・新入生への環境教育などを行ってきました。また、2010 年度からは「EArth」と、学
生にとってより親しみやすくなるよう愛称を付け、2016年度からは『エコアクション学生員会 EArth』と称しています。

○エコキャンパスカード
　エコキャンパスカードとは、中にエコアクションについての説明や、佐賀大学内のゴミ分別・佐賀大学環境方針、バ
スの時刻表などを掲載したカードです。2008 年度から入学式にて新入生に配布していましたが、学生の携帯率が低い
ため 2017年度からエコキャンパスカードのサイト (http://sagauea.com) を開設しました。カードは毎年改定して、
2017年度からは大学内のゴミ分別方法についてより詳しく紹介するようにしました。

○新入生への環境教育
　新入生への環境教育では、入学式のオリエンテーションをはじめ、学部オリエンテーション・大学入門科目にて新入
生に環境教育を行っています。内容はエコアクションとは何か、佐賀市のゴミ分別の方法・佐賀大学がどのような活動
をしているのか・佐賀大学で活動している環境団体の紹介などです。上記の内容を収録した動画教材を見てもらった後、
私たちが新入生の前に立ち、補足説明を行います。その後、環境活動の確認問題とアンケートに答えてもらい、私たち
はそのアンケートを集計し、その結果を次年度の環境教育に生かして動画教材の改定などに繋げています。

○イベント時のゴミ分別の呼びかけ
　佐賀市内で行われる栄の国まつり「ごみダイエット大作戦」・佐賀大学大学祭「ゴミナビゲーション」に参加し、ゴ
ミ分別の呼びかけを行いました。会場に設置されているゴミ箱の近くに立ち、来場者に向けて正しいゴミ分別方法をナ
ビゲーションしています。

○広報誌の発刊
　学生委員会広報誌は 2010年秋に第 1刊を作成し、これまでに 10回発行しました。内容は私たち学生委員会 EArth
の活動紹介、佐賀市と佐賀大学のゴミ分別方法の違い、リ・リパックの紹介など様々です。

○清掃活動
　毎週金曜日の定例会では大学敷地内の清掃活動を行っています。

「ボランティアツーリズム in 壱岐」に参加定例会で清掃活動

「佐賀城下栄の国まつり」で
「ごみダイエット大作戦」

広報誌「EArth」
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佐賀大学生活協同組合
　佐賀大学生協では、2018 年度は以下の目的・目標の実現に向けて各店舗で
日々取り組みました。また、レジ袋の削減促進、ごみの分別回収などにも取り
組んでおり、生協学生委員、学内団体と合同で弁当容器リサイクルや、ごみ分
別の呼びかけなどの啓蒙活動を行ったり、新学期に大学で実施されている環境
教育での提案もあり、レジ袋をセルフ利用として、マイバッグの持参やレジ袋の
利用削減につながっています。なお、2004 年1月に開始しました環境マネジ
メントの国際規格 ISO14001は、2018 年12月で終了しました。

１．電力の使用量削減
　大学会館、かささぎホール、医学部と、分けて毎月の電力使用量を記録し削
減へ向けた取組を行っています。2018 年には前年のかささぎホールに続き、大
学会館食堂の改修にともない入れ替えをしたショーケースや厨房機器は節電タ
イプに変更しています。 これまでの工事により、食堂ホールや厨房等の照明が
LED照明となりました。

２．コピー用紙利用の抑制
　内部使用の用紙は基本的に裏紙の再利用、２アップと両面印刷の徹底を原
則として取り組んでいます。取引先にもFAX 送付は削減するよう呼びかけてい
ます。

３．チラシ・パンフレット類の廃棄削減
　チラシ・パンフ類は、必要数を事前に計画し手配することで、廃棄量を削減
することができました。また、店舗広報のWeb 発信の頻度を上げることを引き
続き課題として方針化しています。

４．水質汚染の防止
　食堂排水の適切な処理により水質汚染を防ぐ取組を継続して行っています。
一次汚水分別作業の徹底とグリストラップの定期清掃の実施でノルマルヘキサ
ン値は法規制（30mg/L 以下）の数値を安定して実現しています。食堂の上水
使用量の削減にも取り組んでいます。

５．弁当容器のリサイクル活動
　生協で製造している弁当の容器は工場に返送して同じ容器として再生・再資
源化しています。フィルムをはがして店舗へ持参してもらうと容器1個につき10
ポイントを IC 学生証、職員証にチャージしています。回収率は販売量の50%
前後で推移しており60%以上を目標にしています。医学部の食堂では間伐材
を利用した割り箸を採用しています。

６．食用油、空き缶、残渣リサイクル整備
　食堂で使用する食用油、空き缶、残渣は毎回、回収業者への排出量をマニュフェストに記録し削減目標をたてて取り組ん
でいます。食用油は、1年間で2,000L 程度を回収しています。

７．ペットボトルキャップのリサイクル活動
　佐賀学生スーパーネットが行っているペットボトルのキャップを発展途上国のワクチン代に替える活動をサポートしており、
本年度は12,096円を寄附しました。

８．学内自転車リサイクル活動（チャリさ）や、用品リサイクル団体「ぐるりん」との協力
　新入学生へ向けて活動を知らせるチラシ配布などに毎年、全面協力を行っています。

佐賀大学生活協同組合　理事長　　松尾　陽好（経済学部　准教授）
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学生による取組
エコアクション学生委員会のほかにも、それぞれのアプローチで環境問題に取り組んでいる学生団体があります。

「ぐるりん」の取組
ぐるりん 代表　片山　寿紀（農学部 3年）

1．ぐるりんとは
　卒業生などから、不要になった日用品（電化製品・家具・小物など）をいただき、新入学時に新入生や在校生へと無
料でお譲りするリサイクル市 『ぐるりんおゆずりマーケット』 を開催・運営している学生有志のボランティア団体です。
まだ使えるものを捨てずに、必要としている人へお渡しすることでゴミの量を減らす（リユースする）こと、そして 『もっ
たいないが、好き！』 をモットーに 『自分たちが楽しみながらボランティアをする』 ことを目的として活動しています。

2．活動内容について
（１）佐賀大学学園祭でのフリーマーケット
　秋に行われる学園祭にフリーマーケットの出店を行っています。このフリーマーケットの商品はすべて、大学関係者
や大学近隣のご家庭の不要になった日用雑貨を譲っていただいたもので、それらを格安で販売しております。この催し
の売上げは、『ぐるりんおゆずりマーケット』の運営費に活用させていただいております。
（２）ぐるりんおゆずりマーケットの様子
　今年度で第 22回目となったマーケットは、３月 31日（日）に開
催し、約 130 名の新入生・在校生に来場していただきました。今年
度は卒業生の方々から 120件もの家具 ･家電の回収依頼をいただき、
数多くの家具・家電品をリユースすることができました。来場者には、
抽選券をほしい家具・家電へ投票していただいて、当選した方にお譲
りするという形で運営しております。当日はフリーマーケットも並行
して行っており、台所用品・日用雑貨などの小物の販売を行っており
ます。入場と抽選への参加は無料で、当選した家具・家電の配送費、
回収費、学祭及びおゆずりマーケット当日のフリーマーケットでの収
益を、運営費や事務経費として活用させていただいております。

3．他団体とのかかわり
　回収作業やフリーマーケットなどを通して近隣のご家庭の方と交流させていただいております。他にも、佐賀大学の
サークル「チャリさがさいせい」とも毎年連携を取り、おゆずりマーケットの回収時に不要な自転車回収も行っており
ます。県外では、長崎大学にて我々「ぐるりん」と同じリユースの活動をしている、環境サークル「っじゃすみん」様と、
毎年夏にお互いの活動をよりよいものにするため活動意見交換を踏まえた交流合宿を行っております。また、年間を通
して、大学生協、大学付近の物件をお持ちの大家様方などのご協力の上、活動を行っております。

「佐賀学生スーパーネット」の取組
NPO法人　佐賀学生スーパーネット　　高松　佑多

１．活動内容
　NPO法人佐賀学生スーパーネット（以下、スーパーネット）は 2003 年秋頃より佐賀大学生協（以下、生協）と協
力して佐賀大学本庄キャンパス内でペットボトルリサイクル活動を開始しました。 「環境・地域・人に貢献する心」 を
スローガンに掲げ、日々活動に取り組んでいます。現在は、大学内各所からゴミ集積場に集められたペットボトルをキャッ
プとボトルに分別する取組は行っていませんが、キャップの回収は引き続き行っています。
　キャップは佐賀大学本庄キャンパス内だけでなく、新聞社、県内各地の高等学校、スーパーマーケット、個人の方々
からも集めています。集めたキャップを売却し、得た利益を生協を通じて「NPO法人 世界の子どもにワクチンを（JVC）」
へ寄付して、JVCからユニセフを通じて開発途上国へのワクチン代金として寄付する取組となっています。
そのほか、様々な環境イベントへの参加を通じて、メンバー内だけでなく地域の人々の環境意識の向上を図っています。

2．活動実績
　2018年度は、個人の方々からもキャップの回収に協力していただいいて交流を深めることもできました。全体では、
560kg（2018 年 4月～ 2019 年 3月）を㈱イワフチに売却して、12,096 円をワクチン代金として寄付することがで
きました。
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　環境イベントへの参加として、ペットボトルを
使ったエコなおもちゃ作りを SAGAものスゴフェ
スタへ出展側として参加しました。
　また、ばぶばぶフェスタの運営の補助やペット
ボトルの分別の呼びかけ、佐賀バルーンインター
ナショナルフェスタでの清掃ボランティアとして
河川敷の環境美化に努めました。 
　これらの活動は学生ボランティア助成（一般財
団法人学生サポートセンター）に採択され、2014
年度には 3 度目の学長賞を受賞、同年にエコさが
基金受賞などの評価を受けています。

３．今後の取組
　今後の取組としては、これまで取り組んできたキャップ回収活動の継続、ペットボトルの分別について学生により意
識してもらえるように呼びかけ活動やポスター掲示などを強化していきたいです。
　環境イベントへの参加もメンバーはもちろん、佐大生も一緒となって積極的に取り組んでいけるような環境づくりに
力を入れていきたいと思っています。

自転車という資源の物質循環促進について、「チャリさがさいせい」の取組
チャリさがさいせい　9代目代表　　松本　陵太郎

１．チャリさがさいせいとは
　チャリさがさいせいは、2009 年 9月に発足した、『佐賀大学内の放
置自転車をゼロ』に向けて日々活動を行っている団体です。活動理念（目
的）は以下の３つです。
①放置自転車の再生利用を通じた物質循環の促進
②「パーク＆サイクル」の実践を通じて交通手段としての自転車利用
の促進
③循環型社会、及び省資源型社会実現に向けた啓発活動の実践

２． 活動実績
　活動内容は以下の３つです。
　①佐賀大学内の放置自転車の回収・再生・再利用
　②佐賀市内のイベントでのレンタサイクル実施
　③学生職員、一般の方からの自転車譲渡、修理による放置自転車削減、再利用の促進
　過去４年間の再生・修理・移譲・レンタル（学外でのレンタルを含む）の台数実績は以下のとおりです。推移はある
ものの安定した活動を継続しています。

2015.4-16.3 2016.4-17.3 2017.4-18.3 2018.4-19.3
再　　生 115   69   71   41
修　　理 382 369 203 132
移　　譲   98   65   78   48
レンタル 223 204 171 104

　さらに、私たちの身近な存在である自転車から環境について興味を持ってもらうため、バルーンフェスタでのレンタ
サイクルの実施、さが環境フェスティバルへの参加、佐賀市街なか交流広場（656むつごろう広場）や大学内での自転
車無料点検会も行っています。これらの活動は、全国大学環境コンテストにおける 2度のグランプリ（2011･2012 年
環境大臣賞）、準グランプリ（2010･2014 年）、入賞（2017 年）、佐賀環境大賞特別賞（2011 年）の受賞等で評価し
ていただきました。また、従来の活動に加え「NPO法人まちづくり機構ユマニテさが」さんなど地域の団体との連携に
より、地域活性化に繋げる自転車を用いた試みにも取り組んでいます。
　
３．今後の取組
　物質循環の促進・環境負荷の軽減へ繋げていくためには、ひとりひとりが『ものを大切にする』という意識を持つこ
とが重要です。私たちチャリさがさいせいは、佐賀で生活している方のほとんどが所有している自転車というツールを
使い、その意識を高めていきたいと考えています。そのため、今後は学内での活動に限らず、佐賀の様々なイベントへ
の参加・他団体との連携に力を入れ、より多くの方々に私たちの活動を広めていきます。
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〈編集後記〉
　今年も環境報告書が公開することができました。形式は例年と変えずに、各部局の 1年間の取組の成果を掲載してい
ることを重視しています。これは各部局での学生教育の資料にしてもらうことが目的ですが、十分に利用されているか
どうかは検証できていません。また、電力、ガス、重油、灯油、水、廃棄物データは、学内のWebサイトからリアル
タイムでダウンロードし分析できる体制もできてきていますが、使用量の増減の原因を特定することも、まだ十分には
できていません。二酸化炭素排出量削減に関しては、パリ協定で、日本政府は、2030 年までに温室効果ガスを約
30％削減すると公約しています。佐賀大学もこれに協力すべく、教職員や学生が努力していかなければならないわけで
すが、学生の学内での様子を見ていると、まだ十分とは言えません。これに関連して、SDGs★をいろいろな場面で見
かける様になりましたが、これに関しても学生への教育が必要でしょう。

　昨年度の大きな変化は、本庄地区が敷地内全面禁煙に方向転換されたことです。医学部地区はすでに敷地内全面禁煙
でしたが、本庄地区での分煙は徐々には進んでいたものの、敷地内全面禁煙の議論は活発ではありませんでした。今回
の決断も、総務省の影響が大であり、自主的な取組でなかったことは残念でした。今後、敷地外での受動喫煙をどう減
らしていくかが課題です。

　佐賀大学における現在の環境対策の重点課題として、1つは廃棄物の分別の徹底があります。事業系一般廃棄物と産
業廃棄物であるプラスチック類の分別の不十分さが学外から指摘されています。学生には、佐賀市の家庭での分別と大
学での産業廃棄物の分別が違うことを理解してもらわなければなりませんが、なかなか浸透しません。マイクロプラス
チック問題が注目されてきており、近い将来、コンビニのレジ袋も有料化されるということですので、学生にはプラご
みの削減意義を認識してもらわなければいけません。2つめは、化学物質の管理の強化です。佐賀大学には、これまで
毒劇物の管理規程はありましたが、化学物質全般の規定はなく、今回策定し今後、具体的な取組の詳細を検討していき
ます。この規程ではCRIS システムを使用した電子登録の強化と使用者教育が重要と考えています。また、労働安全上
の使用者の安全衛生管理だけでなく、最近警察から注意喚起されている化学薬品の盗難防止の問題もあります。理工学
部、農学部、医学部では取組が進行中ですが、教育学部、芸術地域デザイン学部にも展開していくことを計画しています。

環境安全衛生管理室長　市場　正良

編集委員
委員長 環境安全衛生管理室長 市場　正良（医学部）
委　員 エコアクション専門委員会委員

吉岡　剛彦（教育学部）
土屋　貴哉（芸術地域デザイン学部）
山形　武裕（経済学部）
海野　雅司（理工学部）
德本　家康（農学部）

事　務 環境安全衛生管理室
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〈参考資料〉
二酸化炭素排出係数
　電気・ガス・重油・灯油の各使用量に下記の係数を乗算することでCO2 の排出量が計算できます。

電気
電気

（t-CO2/kWh）
本　　　　　庄 そ　の　他 鍋　　　島 環境省発表

4～9月 10～翌3月 4～9月 10～翌3月 5～翌4月 電気事業者別排出係数の公表日
2005年 0.000445 0.000445 0.000365 0.000365 0.000445 2007年 3 月23日
2006年 0.000445 0.000445 0.000365 0.000365 0.000365 2007年 3 月23日

2007年 0.000429 0.000555 0.000375 0.000375 0.000375 2007年 9 月27日0.000555（海エネ） 0.000555（海エネ）
2008年 0.000555 0.000387 0.000387 0.000387 0.000387 2008年12月19日

2009年 0.000374 0.000436 0.000374 0.000374 0.000374 2009年12月28日0.000436（海エネ） 0.000436（海エネ）

2010年 0.000429 0.000429 0.000369 0.000369 0.000369 2010年12月27日0.000429（海エネ） 0.000429（海エネ）

2011年 0.000409 0.000385 0.000385 0.000385 0.000385 2012年 1 月17日0.000409（海エネ） 0.000409（海エネ）

2012年 0.000525 0.000525 0.000525 0.000525 0.000525 2012年11月 6 日0.000409（海エネ） 0.000409（海エネ）

2013年 0.000612 0.000525 0.000612 0.000612 0.000612 2013年12月19日0.000429（海エネ） 0.000525（海エネ）

2014年 0.000491 0.000491 0.000613 0.000613 0.000613 2014年12月 5 日0.000491（海エネ） 0.000389（海エネ）

2015年 0.000454 0.000454 0.000584 0.000584 0.000482 2015年11月30日0.000482（海エネ） 0.000482（海エネ）

2016年 0.000480 0.000480 0.000509 0.000509 0.000397 2016年12月27日0.000411（海エネ） 0.000400（海エネ）

2017年 0.000476 0.000362 0.000462 0.000462 0.000591 2017年12月20日0.000503（海エネ） 0.000476（海エネ）

2018年 0.000409 0.000438 0.000438 0.000438 0.000435 2018年12月27日0.000502（海エネ） 0.000438（海エネ）
参考：熱量換算係数：9.83（MJ/kWh）　

ガス（都市ガス 13A）
　t-CO2/ ㎥ =熱量換算係数（MJ/ ㎥）× 1/1000（GJ に変換）×炭素排出係数（t-C/GJ）× 44/12（CO2/C の換算）
　（～平成 23年まで）
　　　t-CO2/ ㎥ =46.04655 × 1/1,000 × 0.0138 × 44/12 ＝ 0.00233（t-CO2/ ㎥）
　（平成 24年以降）
　　　t-CO2/ ㎥ =45.1 × 1/1,000 × 0.0134 × 44/12 ＝ 0.00222（t-CO2/ ㎥）［本庄地区］（低圧供給）
　　　t-CO2/ ㎥ =45.1 × 1/1,000 × 0.0133 × 44/12 ＝ 0.00220（t-CO2/ ㎥）［鍋島地区］（中圧供給）
　　　※ガス排出係数変更の理由
　　　　混合比率を変え熱量を 45.1MJ/ ㎥に下げコストダウンを図ったため。

重油
　t-CO2/L= 熱量換算係数（MJ/L）× 1/1000（GJ に変換）×炭素排出係数（t-C/GJ）× 44/12（CO2/C の換算）
　　　　=39.1 × 1/1,000 × 0.0189 × 44/12 ＝ 0.00271（t-CO2/L）

灯油
　t-CO2/L = 熱量換算係数（MJ/L）× 1/1000（GJ に変換）×炭素排出係数（t-C/GJ）× 44/12（CO2/C の換算係数）
　　　　=36.7 × 1/1,000 × 0.0185 × 44/12 ＝ 0.00249（t-CO2/L）

その他関連データはホームページに掲載しています。http://www.saga-u.ac.jp/ecoaction/index.html

用語集
CRIS
　Chemical Registration Information System。島津エスディーが開発した , 実験室の薬品管理システムです。所有
する薬品にバーコードを与え管理を行います。使用量、保管量が把握でき、消防法や PRTR法にも対応できます。

EMS
  Environmental Management System（環境マネジメントシステム）とは、企業や団体等の組織が環境方針、目的・
目標等を設定し、その達成に向けた取組を実施するための組織の計画・体制・プロセスを含むものです。エコアクショ
ン 21はその 1つです。
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IR
　Institutional Research（インスティテューショナル・リサーチ）とは、教育、経営、財務情報を含む大学内部のさ
まざまなデータの入手や分析と管理、戦略計画の策定、大学の教育プログラムのレビューと点検など包括的な内容を意
味します。

kWh・ＭWh
　電力量の単位。１kW（キロワット）の電力を 1時間使用すると１kWh（キロワット時）。1,000kWh=１ＭＷｈ

LED（LED照明）
　Light emitting diode。発光ダイオード。これを利用した、従来の白熱球・蛍光灯に比べ大幅に省電力となる照明です。

MJ・GJ
　J（ジュール）は熱量の単位。Ｍ（メガ）=106、G（ギガ）=109

PRTR
  Pollutant Release and Transfer Register。化学物質把握管理促進法（化管法）によって定められた化学物質排出移
動量届出制度。1999 年制定。１年間に指定された化学物質の排出量を国に届けます。全国の届出物質中、例年最も排
出されている物質はトルエンです。

SDGs
　Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）とは、2015年９月の国連サミットで採択された「持続
可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標です。持続可能な世界を
実現するための 17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one 
behind）ことを誓っています。

一般廃棄物　General waste
　産業廃棄物以外の廃棄物です。家庭系と事業系に分かれます。家庭系は、市町村に処理責任があります。事業系につ
いては各事業者に処理責任があります。

エコアクション21（EA21）
　環境省が作成した環境マネジメントシステムです。ISO14001 と比べ認証・登録費用等中小企業でも取得しやすい仕
組みとなっています。大学向けのマニュアルが整備されています。

エコキャンパスカード
　環境に配慮した大学での取組を知ってもらうためのカード。毎年、新入生へ配布していましたが、2017 年度から
Web上での公開に移行しました。

環境報告書　Environmental report
　企業の事業活動に伴う環境への負荷や環境問題への取組を自主的に公開するための報告書。数値にして公表すること
で信頼度を高めることができます。環境配慮促進法により国立大学法人は、毎年公開の義務があります。環境省環境報
告ガイドラインにより記載事項が提示されています。

グリーン購入　Green purchasing
　環境に配慮された製品を購入することです。例として再生紙・ハイブリット自動車などです。官公庁など国の機関及
び国立大学法人は義務化されています。

産業廃棄物　Industrial waste
　事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず、木くず、
繊維くずその他政令で定める 20種類の廃棄物です。
　事業者に処理責任がありますが、紙くず、木くず、繊維くずは大量に廃棄する業種が指定されているため大学から出
るものは一般廃棄物として扱って良いこととなっています。処理を依頼する場合は、マニフェストによる管理が行われ
ます。

特別管理産業廃棄物　Spacially managed Industrial waste
　産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性が生じる恐れのある廃棄物です。廃油（灯油、軽油、揮発油など）、廃酸（pH2
以下）、廃アルカリ（pH12.5 以上）、感染性、特定有害（PCB、石綿、廃水銀）、輸入の 6種類です。

内部監査　Interenal audit
　外部の審査人等が行う監査と違い、組織内部の担当者が相互に行う監査です。

二酸化炭素排出係数
　二酸化炭素排出量は、電気、ガス、重油などのエネルギーの種類別に一定の係数を掛けて求めますが、そのための換
算係数です。

マニフェスト　manifest
　 産業廃棄物の不法投棄を防ぐために廃棄物につけられる管理票です。排出者、運搬者、処理者が記入することにより
責任が明確になります。選挙公約は、manifesto。
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